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はじめに 

 

 東日本大震災以降、中央防災会議等において震災の教訓を踏まえた防災対策の検討が進

められている。中央防災会議「防災対策推進検討会議」の最終報告を踏まえ、大規模広域

な災害に対する即応力の強化、住民の円滑かつ安全な避難の確保、被災者保護対策の改善、

平素からの防災への取組の強化等を内容とする災害対策基本法の二度の改正、津波による

災害を防止・軽減する効果が高く、将来にわたって安心して暮らすことができる安全な地

域の整備・利用・保全を総合的に推進する津波防災地域づくりに関する法律の制定等、国

をあげて防災対策に係る法制度の拡大・充実が行われた。また、第二次安倍内閣では、国

土強靭化担当大臣の任命、有識者会議として「ナショナル・レジリエンス（防災・減災）

懇談会」の設置、「国土強靭化の推進に関する関係府省庁連絡会議」の設置を通じ、具体的

な国土強靭化の実現のための取り組みが積極的に進められ、平成 25 年 12 月に「強くしな

やかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法」（以下「強靭

化法」）が成立した。さらに国土強靱化を推進するための基本的指針である「国土強靭化政

策大綱」が策定されている。今後は、強靱化法第十七条で定められた脆弱性評価が進めら

れ、都道府県、市町村による国土強靭化地域計画の策定が実施される予定である。 

 上記のとおり、防災対策の制度的枠組みが整備されてきたところであるが、一方で自然

災害の多いわが国では、近年も自然災害が頻発していることに加え、平成 25 年 5 月の政府

の地震調査委員会による南海トラフ巨大地震の発生確率の発表や甚大な被害想定等を勘案

すれば、想定される最大クラスの災害を想定して、地域全体で実践的かつ効果的な防災体

制を構築するとともに、発災時において迅速かつ的確な運用がなされることが重要である。   

本調査は、上記の認識の下、主に大規模地震・津波災害に係る各自治体における防災対

策・危機管理体制の現状・課題についてアンケート調査した結果を整理するとともに、当

該結果を踏まえて提言を取りまとめたものである。 

具体的には、大別して、①地域防災計画・ハザードマップ関係、②業務継続体制・業務

継続計画（BCP）関係、③インフラ・公有施設の老朽化・耐震化関係、④幅広い主体との

連携体制関係、⑤原子力災害対策関係の 5 分野について、取組状況・課題について整理し

た。 

また、本調査では、エリア、自治体種別の取組み度合いの相違を確認すべく、全国集計

に加え、①防災対策推進地域1の指定の有無（防災対策推進地域、非防災対策推進地域）、②

ブロック別2、③自治体種別の 3 種のクロス集計を行った。 

                                                  
1 特に津波災害が想定される地域として、大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域（東

海地震）、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく東南海・南海地震防災

対策推進地域、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づ

く地震防災対策推進地域のいずれかに該当する地域とし、これに該当しない地域を「非防災対策推進地域

とした。」 
2 内閣府地域経済レポート（地域の経済 2013）で最も一般的な区分と思われる「地域区分 C」を採用。 
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 本調査では、一定の条件・制約の下、36 項目に及ぶ広汎な事項について調査したもので

あり、今後、自治体の防災対策を進めて行く上で参考となるような現状・課題が浮かび上

がっているものと考える。本調査が充実した地域防災体制の構築に向けて鋭意取り組まれ

る皆様の参考となれば幸いである。 

 

◆調査期間 2013 年 7 月 25 日～8 月 9 日（9 月 10 日まで延長） 

◆回答時点   2013 年 8 月 1 日現在 

◆対象 都道府県及び人口 5 万人以上の市区町村（東京都千代田区を含む）の計

608 自治体 

◆回答数  422 自治体（都道府県 44/47、政令市 19/20、中核市 33/42、特例市 24/40、

道府県庁所在都市 42/46 一般市町村 284/436、東京特別区 18/23） 

◆回答率 69.40％                              

 

【その他】 

◆ブロック 

 北海道・・・北海道 

 東北・・・・青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県 

 北関東・・・茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県 

 南関東・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

 東海・・・・静岡県、岐阜県、愛知県、三重県 

 北陸・・・・新潟県、富山県、石川県、福井県 

 近畿・・・・滋賀県、京都府、奈良県、和歌山県、大阪府、兵庫県 

 中国・・・・鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

 四国・・・・徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

 九州・・・・福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島県 

 沖縄・・・・沖縄県 

 ※なお、今回の分析では、回答数が少数であった沖縄ブロックは除いて行った。 
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Ｉ．アンケート分析結果 

１．地域防災計画・ハザードマップ関係 

Ｑ１．直近の地震・津波災害対策に係る地域防災計画の策定又は改定した時期は

いつ頃ですか。 

 
 本設問は、災害対策基本法（昭和 36 年 11 月 15 日法律第 223 号）に規定する地域の

防災対策の基本となる地域防災計画（地震・津波災害対策関係）について、東日本大震災

後の策定・改訂状況の確認を行った。 

結果は、①「東日本大震災後に策定・改訂」が 68.0%で、現在改訂作業中（③17.8%、⑤

9.5%）を含めると、約 95％の自治体が東日本大震災後に策定・改訂又は改訂作業中であり、

東日本大震災を踏まえて地域防災計画の策定・改訂作業が進められているものと考えられ

る。 

 

 

① ② ③ ④ ⑤
東日本大震災
後に策定・改訂

東日本大震災
以前～5年以内
前に策定・改訂
し、現在改訂作
業に未着手

東日本大震災
以前～5年以内
前に策定・改訂
し、現在改訂作
業中

5年超前に策
定・改訂し、現
在改訂作業に
未着手

5年超前に策
定・改訂し、現
在改訂作業中

選択肢

⑥

策定していない

回答数 ％
全体 422 100.0

1 東日本大震災後に策定・改訂 287 68.0

2
東日本大震災以前～5年以内前に策定・改訂
し、現在改訂作業に未着手

14 3.3

3
東日本大震災以前～5年以内前に策定・改訂
し、現在改訂作業中

75 17.8

4 5年超前に策定・改訂し、現在改訂作業に未着 4 0.9
5 5年超前に策定・改訂し、現在改訂作業中 40 9.5
6 策定していない 2 0.5

東日本大震

災後に策

定・改訂

68.0%

東日本大震災

以前～5年以内

前に策定・改訂

し、現在改訂作

業に未着手

3.3%

東日本大震災

以前～5年以内

前に策定・改訂

し、現在改訂作

業中

17.8%

5年超前に策

定・改訂し、現

在改訂作業に

未着手

0.9%

5年超前に策

定・改訂し、現

在改訂作業中

9.5%

策定していない

0.5%

n=422
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Ｑ２．地域防災計画の策定に当たって、地域の住民や企業等の意見を聴取する手

続きを行っていますか。 

 

 地域防災計画の策定過程に地域住民が参画することは、防災教育や自主的な防災活動の

育成に寄与するとともに、住民が知る地域性の高い知識が集約されることで、より実効性

の高い計画づくりが行われる効果が期待されるが、地域防災計画の策定過程に地域住民が

参画する余地が少ない点が従来から指摘されてきていた3。本設問は、地域防災計画の策定

過程における地域住民等への意見聴取手続の実施状況の確認を行った。 

 結果は、①「行っている」が 67.3%で、③「今後行う予定」の 13.0%を含めると約 80％

の自治体が実施又は実施予定であり、地域住民等への意見聴取手続きの導入が一定程度進

んできていることがうかがわれた。 

 

 

  

                                                  
3 平成 24 年 12 月公益社団法人土木学会東日本大震災フォローアップ委員会による「地域防災計画特定テ

ーマ委員会成果の概要（案）」他 

① ② ③ ④ ⑤
行っている 行っていない 今後行う予定

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 422 100.0

1 行っている 284 67.3
2 行っていない 81 19.2
3 今後行う予定 55 13.0

無回答 2 0.5

行っている

67.3%

行ってい

ない

19.2%

今後行う予定

13.0%
無回答

0.5%

n=422
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、非防災対策推進地域の方が、①「行っている」の割合が高かった。 

 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、①「行っている」が、南関東（87.3％）、北関東（70.8％）で高い割合であ

る一方、四国（38.5％）、関西（55.6％）、九州（58.5％）で 6 割未満に止まり、②「行って

いない」が、四国（38.5％）、東海（30.9％）で 3 割超に及んだ。 

 

1 2 3

回答数
行ってい
る

行ってい
ない

今後行う
予定

無回答

全体 422 67.3 19.2 13.0 0.5
防災対策推進地域 144 59.0 24.3 16.7 0.0
非防災対策推進地域 278 71.6 16.5 11.2 0.7

地域別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

防災対策推進地域

非防災対策推進地域

行っている

行っていない

今後行う予定

無回答

1 2 3

回答数
行ってい
る

行ってい
ない

今後行う
予定

無回答

全体 422 67.3 19.2 13.0 0.5
北海道 12 66.7 16.7 8.3 8.3
東北 30 63.3 20.0 16.7 0.0
北関東 48 70.8 20.8 8.3 0.0
南関東 102 87.3 2.9 9.8 0.0
東海 55 63.6 30.9 5.5 0.0
北陸 22 68.2 22.7 4.5 4.5
関西 72 55.6 19.4 25.0 0.0
中国 24 62.5 25.0 12.5 0.0
四国 13 38.5 38.5 23.1 0.0
九州 41 58.5 29.3 12.2 0.0
沖縄 3 0.0 33.3 66.7 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分（都道府県を除く）では、①「行っている」が、政令市（89.5％）、東京都特別区

（88.9％）で９割弱の高い割合である一方、中核市（66.7％）、一般市（63.7％）で６割台

に止まった。但し、中核市は、③「今後行う予定」が 21.2％であった。また、今後行う予

定もない②「行っていない」が、特例市（20.8％）、一般市（20.4％）で 2 割超に及んだ。 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸

関西

中国

四国

九州

沖縄

行っている

行っていない

今後行う予定

無回答

1 2 3

回答数
行ってい
る

行ってい
ない

今後行う
予定

無回答

全体 422 67.3 19.2 13.0 0.5
都道府県 44 65.9 27.3 2.3 4.5
政令市 19 89.5 5.3 5.3 0.0
中核市 33 66.7 12.1 21.2 0.0
特例市 24 79.2 20.8 0.0 0.0
一般市 284 63.7 20.4 15.8 0.0
区 18 88.9 5.6 5.6 0.0

自治体
種別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県

政令市

中核市

特例市

一般市

区

行っている

行っていない

今後行う予定

無回答
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Ｑ３．作成しているハザードマップは何ですか。（複数選択可） 

 

ハザードマップとは、円滑な警戒避難を確保する上で必要な情報を住民等に周知させる

ため、当該情報を地図上に記載したものである。特に東日本大震災の教訓として、「なんと

しても人命を守る」という考え方で対策を講ずることの重要性が共有され、ハザードマッ

プの必要性が認識されているところである。本設問は、地震と津波のハザードマップの作

成状況について確認を行った。 

 結果は、いずれのハザードマップも③「作成していない」は 22.8％で、8 割弱がいずれ

かのハザードマップを策定済みとなっており、一定程度作成が進んできていることがうか

がわれた。なお、津波ハザードマップが地震ハザードマップに比し半分以下の割合である

が、これは津波災害が想定されない地域があることや津波に関する調査研究が進んでいな

い地域があること等によるものと考えられる。 

なお、一般的な自治体のハザードマップの公開状況は国土交通省のハザードマップポー

タルサイト（URL: http://disapotal.gsi.go.jp/index.html）で公開されており、震度被害マ

ップ及び津波ハザードマップの公表数は各々1,016 及び 384 で、これを自治体数 1742 で除

した比率は各々58.3％及び 22.0％となり本調査の値よりも低くなるが、これは本調査が都

道府県及び人口 5 万人以上の市区町村 608 自治体を対象としているためと思われる。  

 

 
 

  

① ② ③ ④ ⑤
地震ハザード
マップ

津波ハザード
マップ

策定していない

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 404 100.0

1 地震ハザードマップ 265 65.6
2 津波ハザードマップ 123 30.4
3 策定していない 92 22.8

65.6

30.4

22.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

地震ハザードマップ

津波ハザードマップ

策定していない

n=404
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、いずれのハザードマップでも防災対策推進地域の方が作成割合が高かった。 

 
 

（２） ブロック別 

本区分では、地震ハザードマップの作成割合が、中国（79.2％）、東海（78.2％）、関西

（76.4％）、南関東（75.3％）で 75％以上である一方、北海道（36.4％）、四国（41.7％）、

九州（47.5％）で 5 割未満に止まった。津波ハザードマップの作成割合では、津波災害が

想定されない地域があること等もあり、地域間で大きなばらつきが現れているものと考え

られる。 

 

（３）自治体種別 

本区分では、地震ハザードマップの作成割合が、政令市（89.5％）で他の自治体に比べ突

出して高く、津波ハザードマップの作成割合が、津波災害が想定されない地域があること

等も考えられるものの、都道府県（47.5％）、政令市（47.4％）で他の自治体に比べ若干高

かった。 

 

1 2 3

回答数
地震ハ
ザード
マップ

津波ハ
ザード
マップ

策定して
いない

全体 404 65.6 30.4 22.8
防災対策推進地域 142 72.5 40.8 12.0
非防災対策推進地域 262 61.8 24.8 28.6

地域別

1 2 3

回答数
地震ハ
ザード
マップ

津波ハ
ザード
マップ

策定して
いない

全体 404 65.6 30.4 22.8
北海道 11 36.4 63.6 9.1
東北 28 50.0 53.6 25.0
北関東 46 52.2 6.5 45.7
南関東 93 75.3 16.1 22.6
東海 55 78.2 36.4 10.9
北陸 20 55.0 45.0 25.0
関西 72 76.4 22.2 18.1
中国 24 79.2 54.2 8.3
四国 12 41.7 66.7 16.7
九州 40 47.5 35.0 35.0
沖縄 3 33.3 100.0 0.0

地域
ブロック

1 2 3

回答数
地震ハ
ザード
マップ

津波ハ
ザード
マップ

策定して
いない

全体 404 65.6 30.4 22.8
都道府県 40 50.0 47.5 40.0
政令市 19 89.5 47.4 5.3
中核市 33 60.6 42.4 18.2
特例市 24 75.0 41.7 12.5
一般市 274 66.4 25.5 21.9
区 14 57.1 7.1 42.9

自治体
種別
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Ｑ４．作成済みのハザードマップには、どのような災害危険度の情報が記載され

ていますか。（複数選択可） 

 

 ハザードマップには、住民の危機意識の醸成や自主的防災活動の促進の観点から、地域

毎の災害危険度を記載することが重要である。本設問は、地震・津波のハザードマップに

記載する災害危険度の内容の確認を行った。 

 結果は、最も多いのが①「地震の震度」の 72.8％で、次いで②「建物の倒壊危険度」が

51.0％、④「液状化の危険度」（43.3％）と⑤「津波の浸水深」（36.5％）が 3 割台、最も少

ないのが③「建物の延焼の危険度」の 9.6％であった。③「建物の延焼の危険度」の割合が

低いのは、老朽木造密集市街地が東京特別区等大都市で顕著な課題であることが一因と考

えられる。 

 なお、⑥「その他」では、殆どが既存の洪水・土砂災害ハザードマップの存在に触れた

ものであったが、一部で居住区の標高や避難所の災害別の適用性等の回答があった。 

 

 
 

  

① ② ③ ④ ⑤
エリア毎の地震
の震度

エリア毎の建物
の倒壊の危険
度

エリア毎の建物
の延焼の危険
度

エリア毎の液状
化の危険度

エリア毎の津波
の浸水深

選択肢

⑥

その他
（　　　　　）

回答数 ％
全体 312 100.0

1 エリア毎の地震の震度 227 72.8
2 エリア毎の建物の倒壊の危険度 159 51.0
3 エリア毎の建物の延焼の危険度 30 9.6
4 エリア毎の液状化の危険度 135 43.3
5 エリア毎の津波の浸水深 114 36.5
6 その他 82 26.3

72.8

51.0

9.6

43.3

36.5

26.3

0% 20% 40% 60% 80%

エリア毎の地震の震度

エリア毎の建物の倒壊の危険度

エリア毎の建物の延焼の危険度

エリア毎の液状化の危険度

エリア毎の津波の浸水深

その他

n=312
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、①「地震の震度」、⑤「津波の浸水深」で防災対策推進地域の方が割合が高

かった。 

 

 

（２） ブロック別 

 本区分では、項目毎の割合の高い地域は、①「地震の震度」が北関東（88.0%）、関西（84.7％）、

中国（81.8％）、東海（81.6％）で 8 割以上、②「建物の倒壊の危険度」が南関東で 72.2％、

北関東で 72.0％、③「建物の延焼の危険度」が南関東（20.8％）、中国（18.2％）で 2 割前

後、④「液状化の危険度」が東海で 75.5％、南関東で 65.3％、⑤「津波の浸水深」が東北

（71.4％）、北海道（70.0％）で 7 割台だった。南関東は、建物の倒壊・延焼の２項目で他

地域より割合が高かった。 

 
（３） 自治体種別 

 本区分では、老朽木造密集市街地を抱える東京特別区で②「建物の倒壊の危険度」及び

③「建物の延焼の危険度」がそれぞれ 100.0％、75.0％と顕著に高い割合だった。また、①

「地震の震度」で都道府県及び政令市が 83.3％、④「液状化の危険度」で都道府県（75.0％）、

中核市（51.9％）、政令市（50.0％）、⑤「津波の浸水深」で都道府県が 83.3％と高い割合

であった。 

 

1 2 3 4 5 6

回答数
エリア毎の地
震の震度

エリア毎の建
物の倒壊の
危険度

エリア毎の建
物の延焼の
危険度

エリア毎の液
状化の危険
度

エリア毎の津
波の浸水深

その他

全体 312 72.8 51.0 9.6 43.3 36.5 26.3
防災対策推進地域 125 76.0 44.8 3.2 43.2 40.8 26.4
非防災対策推進地域 187 70.6 55.1 13.9 43.3 33.7 26.2

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
エリア毎の地
震の震度

エリア毎の建
物の倒壊の
危険度

エリア毎の建
物の延焼の
危険度

エリア毎の液
状化の危険
度

エリア毎の津
波の浸水深

その他

全体 312 72.8 51.0 9.6 43.3 36.5 26.3
北海道 10 40.0 20.0 0.0 10.0 70.0 20.0
東北 21 66.7 42.9 4.8 28.6 71.4 14.3
北関東 25 88.0 72.0 4.0 20.0 12.0 28.0
南関東 72 65.3 72.2 20.8 65.3 19.4 30.6
東海 49 81.6 42.9 8.2 75.5 36.7 30.6
北陸 15 66.7 40.0 6.7 46.7 53.3 33.3
関西 59 84.7 50.8 3.4 32.2 23.7 16.9
中国 22 81.8 45.5 18.2 27.3 59.1 31.8
四国 10 50.0 10.0 0.0 20.0 60.0 40.0
九州 26 61.5 34.6 7.7 19.2 50.0 23.1
沖縄 3 33.3 33.3 0.0 0.0 100.0 33.3

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6

回答数
エリア毎の地
震の震度

エリア毎の建
物の倒壊の
危険度

エリア毎の建
物の延焼の
危険度

エリア毎の液
状化の危険
度

エリア毎の津
波の浸水深

その他

全体 312 72.8 51.0 9.6 43.3 36.5 26.3
都道府県 24 83.3 45.8 45.8 75.0 83.3 45.8
政令市 18 83.3 50.0 22.2 50.0 44.4 33.3
中核市 27 70.4 40.7 3.7 51.9 48.1 7.4
特例市 21 76.2 47.6 4.8 33.3 38.1 38.1
一般市 214 71.0 51.4 3.3 39.7 29.9 24.3
区 8 62.5 100.0 75.0 25.0 12.5 37.5

自治体
種別
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Ｑ５．作成済みのハザードマップには、どのような避難関係の情報が記載されて

いますか。（複数選択可） 

 

 円滑な避難を確保するためには、避難場所等の避難関係情報をハザードマップに記載す

る必要がある。本設問は、避難関連情報の記載状況の確認を行った。 

 結果は、①「避難場所（津波避難ビル・タワーを除く）」が 93.7％と最も多く、それ以外

では、⑥「防災情報の伝達方法」が 51.4％、④「社会福祉施設、病院、学校など防災上配

慮する必要のある人たちが利用する施設」が 43.5％の順となった。一方、円滑な避難にと

って重要な③「避難経路」が 13.3％、②「津波避難ビル・避難タワー」が 16.2％に止まっ

た。 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

避難場所（津波
避難ビル・タワー
を除く。）

津波避難ビル・
避難タワー

避難経路 社会福祉施設、
病院、学校など
防災上配慮する
必要のある人た
ちが利用する施
設

避難時に必要と
なる物資の備蓄
施設・場所

防災情報の伝達
方法

選択肢

回答数 ％
全体 315 100.0

1 避難場所（津波避難ビル・タワーを除く） 295 93.7
2 津波避難ビル・避難タワー 51 16.2
3 避難経路 42 13.3

4
社会福祉施設、病院、学校など防災上配慮する
必要のある人たちが利用する施設

137 43.5

5 避難時に必要となる物資の備蓄施設・場所 81 25.7
6 防災情報の伝達方法 162 51.4

93.7

16.2

13.3

43.5

25.7

51.4

0% 50% 100%

避難場所（津波避難ビル・タワーを除く）

津波避難ビル・避難タワー

避難経路

社会福祉施設、病院、学校など防災上配慮

する必要のある人たちが利用する施設

避難時に必要となる物資の備蓄施設・場所

防災情報の伝達方法

n=315
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

（２） ブロック別 

 本区分では、全国的に高い割合だった①「避難場所（津波避難ビル・タワーを除く）」及

び⑥「防災情報の伝達方法」では顕著な差異は認められなかった。一方、全国的に低い割

合だった、②「津波避難ビル・避難タワー」で北海道が 50.0％、⑤「避難時に必要となる

物資の備蓄施設・場所」で南関東が 47.0％と顕著に高い割合だった。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

避難場所
（津波避
難ビル・タ
ワーを除
く）

津波避難
ビル・避
難タワー

避難経路

社会福祉
施設、病
院、学校
など防災
上配慮す
る必要の
ある人た
ちが利用
する施設

避難時に
必要とな
る物資の
備蓄施
設・場所

防災情報
の伝達方
法

全体 315 93.7 16.2 13.3 43.5 25.7 51.4
防災対策推進地域 122 96.7 23.8 14.8 46.7 24.6 50.8
非防災対策推進地域 193 91.7 11.4 12.4 41.5 26.4 51.8

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数

避難場所
（津波避
難ビル・タ
ワーを除
く）

津波避難
ビル・避
難タワー

避難経路

社会福祉
施設、病
院、学校
など防災
上配慮す
る必要の
ある人た
ちが利用
する施設

避難時に
必要とな
る物資の
備蓄施
設・場所

防災情報
の伝達方
法

全体 315 93.7 16.2 13.3 43.5 25.7 51.4
北海道 12 83.3 50.0 25.0 16.7 33.3 50.0
東北 19 100.0 21.1 15.8 31.6 5.3 42.1
北関東 27 96.3 3.7 11.1 48.1 25.9 48.1
南関東 83 90.4 9.6 10.8 55.4 47.0 55.4
東海 46 95.7 23.9 8.7 47.8 30.4 43.5
北陸 14 85.7 28.6 28.6 35.7 14.3 64.3
関西 58 98.3 12.1 15.5 41.4 17.2 56.9
中国 19 89.5 10.5 10.5 42.1 5.3 52.6
四国 8 100.0 12.5 12.5 50.0 25.0 37.5
九州 26 92.3 23.1 15.4 26.9 3.8 53.8
沖縄 3 100.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分（都道府県を除く）では、特に②「津波避難ビル・避難タワー」で政令市が 43.8％

と顕著に高い割合であり、一般に中高層建築物が他の自治体より多いことが一因と考えら

れる。また、④「社会福祉施設、病院、学校など防災上配慮する必要のある人たちが利用

する施設」で東京特別区が 63.6％と顕著に割合が高く、⑤「避難時に必要となる物資の備

蓄施設・場所」で一般市（29.1％）、東京特別区（27.3％）が若干割合が高い一方、④⑤と

もに政令市の割合がそれぞれ 31.3％、6.3％と最も低い割合だった。 

 
 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

避難場所
（津波避
難ビル・タ
ワーを除
く）

津波避難
ビル・避
難タワー

避難経路

社会福祉
施設、病
院、学校
など防災
上配慮す
る必要の
ある人た
ちが利用
する施設

避難時に
必要とな
る物資の
備蓄施
設・場所

防災情報
の伝達方
法

全体 315 93.7 16.2 13.3 43.5 25.7 51.4
都道府県 11 72.7 27.3 0.0 27.3 9.1 18.2
政令市 16 100.0 43.8 12.5 31.3 6.3 62.5
中核市 26 92.3 23.1 11.5 38.5 19.2 50.0
特例市 21 100.0 23.8 23.8 38.1 19.0 47.6
一般市 230 93.9 13.0 13.9 45.2 29.1 52.2
区 11 90.9 0.0 0.0 63.6 27.3 63.6

自治体
種別
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Ｑ６．地域防災計画やハザードマップの地域住民への周知方法はどれですか。（複

数選択可） 

 

 円滑な警戒避難を確保するためには、避難関連情報が印刷物の配布等の必要な措置を講

じ、住民にきちんと周知されている必要がある。本設問は、地域防災計画やハザードマッ

プの地域住民への周知方法の確認を行った。 

 結果は、最も高い割合が①「HP に掲載」で 96.8%、次いで②「広報誌等で各戸に配布」

64.6%、③「防災講習会等で説明」58.7%であった。一方、④「防災訓練に活用」は 32.8％

に止まり、実践的かつ効果的な防災訓練の実施の点で課題と考える。 

 

 
  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

ＨＰに掲載 広報誌等で各戸
に配布

防災講習会等で
説明

防災訓練に活用 その他（　　　　　）

選択肢

回答数 ％
全体 412 100.0

1 ＨＰに掲載 399 96.8
2 広報誌等で各戸に配布 266 64.6
3 防災講習会等で説明 242 58.7
4 防災訓練に活用 135 32.8
5 その他 63 15.3

96.8

64.6

58.7

32.8

15.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＨＰに掲載

広報誌等で各戸に配布

防災講習会等で説明

防災訓練に活用

その他

n=412
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（１）防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、②「広報誌等で各戸に配布」及び③「講習会等で説明」が、防災対策推進

地域で顕著に高い割合であった。 

 
 

（２） ブロック別 

 本区分では、②「広報誌等で各戸に配布」で北関東が 43.2％、③「講習会等で説明」で

東北が 37.9％、北関東が 43.2％に止まった。 

 

 

（３） 自治体種別 

 本区分（都道府県を除く）では、②「広報誌等で各戸に配布」で東京特別区が 38.9％、

中核市が 48.5％に止まった。また、③「講習会等で説明」で東京特別区が 44.4％に止まり、

政令市が 78.9％と顕著に高い割合だった。さらに、④「防災訓練に活用」で政令市が 68.4％

と顕著に高い割合だったが、他の自治体は三割台に止まった。 

 

1 2 3 4 5

回答数
ＨＰに掲
載

広報誌等
で各戸に
配布

防災講習
会等で説
明

防災訓練
に活用

その他

全体 412 96.8 64.6 58.7 32.8 15.3
防災対策推進地域 141 97.2 81.6 67.4 36.2 12.1
非防災対策推進地域 271 96.7 55.7 54.2 31.0 17.0

地域別

1 2 3 4 5

回答数
ＨＰに掲
載

広報誌等
で各戸に
配布

防災講習
会等で説
明

防災訓練
に活用

その他

全体 412 96.8 64.6 58.7 32.8 15.3
北海道 12 100.0 58.3 66.7 66.7 16.7
東北 29 100.0 62.1 37.9 34.5 3.4
北関東 44 90.9 43.2 43.2 27.3 25.0
南関東 102 98.0 60.8 61.8 30.4 20.6
東海 54 98.1 75.9 61.1 40.7 14.8
北陸 21 100.0 71.4 57.1 42.9 14.3
関西 71 95.8 73.2 64.8 23.9 12.7
中国 24 95.8 58.3 66.7 37.5 4.2
四国 13 92.3 69.2 69.2 30.8 15.4
九州 39 97.4 66.7 59.0 30.8 12.8
沖縄 3 100.0 100.0 66.7 33.3 0.0

地域
ブロック

1 2 3 4 5

回答数
ＨＰに掲
載

広報誌等
で各戸に
配布

防災講習
会等で説
明

防災訓練
に活用

その他

全体 412 96.8 64.6 58.7 32.8 15.3
都道府県 42 100.0 28.6 38.1 19.0 14.3
政令市 19 100.0 73.7 78.9 68.4 10.5
中核市 33 97.0 48.5 72.7 33.3 21.2
特例市 24 100.0 70.8 62.5 33.3 8.3
一般市 276 96.0 72.5 59.4 31.9 14.5
区 18 94.4 38.9 44.4 38.9 33.3

自治体
種別
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Ｑ７．大規模地震又は津波災害対策のため、社会福祉施設・病院において、避難

訓練が実施されていますか。 

 

 

 防災上の配慮を要する者が利用する施設である社会福祉施設・病院については、円滑か

つ迅速な避難を確保する必要がある。本設問は、これらの施設の避難訓練の実施状況の確

認を行った。 

 結果は、①「全ての施設で実施」が 14％に止まり、②「一部実施」が 57.3％で、③「実

施していない」は 5.2%であった。④「その他」が 22%あったが、殆どは個別の施設ベース

での実施が行われているため自治体で把握していないであった。 

 

 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
全ての施設で
実施

一部の施設で
実施

実施していない その他
（　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 422 100.0

1 全ての施設で実施 59 14.0
2 一部の施設で実施 242 57.3
3 実施していない 22 5.2
4 その他 93 22.0

無回答 6 1.4

全ての施設で

実施

14.0%

一部の施設で

実施

57.3%

実施していない

5.2%

その他

22.0%

無回答

1.4%

n=422
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

  

1 2 3 4

回答数
全ての施
設で実施

一部の施
設で実施

実施して
いない

その他 無回答

全体 422 14.0 57.3 5.2 22.0 1.4
防災対策推進地域 144 13.9 63.9 4.9 16.0 1.4
非防災対策推進地域 278 14.0 54.0 5.4 25.2 1.4

地域別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

防災対策推進地域

非防災対策推進地域

全ての施設で実施

一部の施設で実施

実施していない

その他

無回答
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（２） ブロック別 

 本区分では、①「全ての施設で実施」で東北（26.7％）、東海（23.6）が高い割合で、②

「一部実施」が北陸で 77.3％と顕著に高く、次いで九州、関西、東海も 60％後半台と高い

割合であった。 

 

 
  

1 2 3 4

回答数
全ての施
設で実施

一部の施
設で実施

実施して
いない

その他 無回答

全体 422 14.0 57.3 5.2 22.0 1.4
北海道 12 0.0 50.0 16.7 33.3 0.0
東北 30 26.7 36.7 0.0 33.3 3.3
北関東 48 18.8 56.3 6.3 18.8 0.0
南関東 102 17.6 45.1 2.9 31.4 2.9
東海 55 23.6 67.3 3.6 5.5 0.0
北陸 22 13.6 77.3 0.0 9.1 0.0
関西 72 4.2 68.1 6.9 18.1 2.8
中国 24 12.5 50.0 16.7 20.8 0.0
四国 13 15.4 53.8 0.0 30.8 0.0
九州 41 0.0 68.3 7.3 24.4 0.0
沖縄 3 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0

地域
ブロック

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸

関西

中国

四国

九州

沖縄

全ての施設で実施

一部の施設で実施

実施していない

その他

無回答
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（３） 自治体種別 

 本区分では、①「全ての施設で実施」で政令市（26.3％）が若干高い割合であった。一方、

①及び②の合計では、東京特別区の割合が低く、それ以外の自治体では顕著な差異は認め

られなかった。 

 

 
  

1 2 3 4

回答数
全ての施
設で実施

一部の施
設で実施

実施して
いない

その他 無回答

全体 422 14.0 57.3 5.2 22.0 1.4
都道府県 44 22.7 50.0 2.3 25.0 0.0
政令市 19 26.3 47.4 0.0 26.3 0.0
中核市 33 12.1 69.7 0.0 18.2 0.0
特例市 24 16.7 66.7 0.0 16.7 0.0
一般市 284 11.6 58.1 7.0 21.1 2.1
区 18 16.7 38.9 5.6 38.9 0.0

自治体
種別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県

政令市

中核市

特例市

一般市

区

全ての施設で実施

一部の施設で実施

実施していない

その他

無回答
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Ｑ８．大規模地震又は津波対策のため、小・中・高等学校において、防災教育や

避難訓練を実施していますか。 

 

 防災上の配慮を要する者が利用する施設である学校については、円滑かつ迅速な避難を

確保する必要がある。本設問は、小・中・高等学校における防災教育や避難訓練の実施状

況の確認を行った。 

 結果は、③「避難訓練と防災教育をともに実施」で 76.5％、①及び③の合計では 9 割と

なり、小・中・高等学校における避難対策が進んでいることが認められた。 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

避難訓練を実施 防災教育を実施 避難訓練と防災
教育をともに実
施

実施していない その他
（　　　　　　　）

選択肢

回答数 ％
全体 422 100.0

1 避難訓練を実施 57 13.5
2 防災教育を実施 8 1.9
3 避難訓練と防災教育をともに実施 323 76.5
4 実施していない 4 0.9
5 その他 30 7.1

避難訓練を実

施

13.5%
防災教育を実

施

1.9%

避難訓練と防

災教育をともに

実施

76.5%

実施していない

0.9%
その他

7.1%

n=422
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（１）防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、③「避難訓練と防災教育をともに実施」で防災対策推進地域の方が実施割

合が高かった。 

 

 

  

1 2 3 4 5

回答数
避難訓練
を実施

防災教育
を実施

避難訓練
と防災教
育をとも
に実施

実施して
いない

その他

全体 422 13.5 1.9 76.5 0.9 7.1
防災対策推進地域 144 10.4 2.1 84.7 0.0 2.8
非防災対策推進地域 278 15.1 1.8 72.3 1.4 9.4

地域別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

防災対策推進地域

非防災対策推進地域

避難訓練を実施

防災教育を実施

避難訓練と防災教育をともに実施

実施していない

その他
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（２） ブロック別 

 本区分では、③「避難訓練と防災教育をともに実施」で四国が 10 割、東海（87.3％）、

関西（80.6％）が 8 割以上の高い割合である一方、九州（63.4％）、北海道（66.7％）が 6

割台に止まった。但し、①及び②の合計では、北海道の割合が低く、それ以外の地域では

顕著な差異は認められなかった。 

 

 
  

1 2 3 4 5

回答数
避難訓練
を実施

防災教育
を実施

避難訓練
と防災教
育をとも
に実施

実施して
いない

その他

全体 422 13.5 1.9 76.5 0.9 7.1
北海道 12 8.3 0.0 66.7 8.3 16.7
東北 30 10.0 3.3 73.3 3.3 10.0
北関東 48 20.8 2.1 70.8 0.0 6.3
南関東 102 10.8 1.0 77.5 0.0 10.8
東海 55 9.1 3.6 87.3 0.0 0.0
北陸 22 22.7 0.0 72.7 0.0 4.5
関西 72 12.5 0.0 80.6 0.0 6.9
中国 24 12.5 4.2 70.8 4.2 8.3
四国 13 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0
九州 41 22.0 4.9 63.4 2.4 7.3
沖縄 3 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0

地域
ブロック

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸

関西

中国

四国

九州

沖縄

避難訓練を実施

防災教育を実施

避難訓練と防災教育をともに

実施

実施していない

その他
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（３） 自治体種別 

 本区分では、③「避難訓練と防災教育をともに実施」で一般市（72.5％）の割合が低く、

①及び②の合計では顕著な差異は認められなかった。 

 

 

 

 

  

1 2 3 4 5

回答数
避難訓練
を実施

防災教育
を実施

避難訓練
と防災教
育をとも
に実施

実施して
いない

その他

全体 422 13.5 1.9 76.5 0.9 7.1
都道府県 44 0.0 0.0 86.4 0.0 13.6
政令市 19 10.5 5.3 84.2 0.0 0.0
中核市 33 9.1 0.0 84.8 0.0 6.1
特例市 24 12.5 0.0 83.3 0.0 4.2
一般市 284 16.9 2.5 72.5 1.4 6.7
区 18 5.6 0.0 83.3 0.0 11.1

自治体
種別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県

政令市

中核市

特例市

一般市

区

避難訓練を実施

防災教育を実施

避難訓練と防災教育をとも

に実施

実施していない

その他
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２．業務継続体制・業務継続計画（BCP）関係 

Ｑ９．大規模地震又は津波災害時に備えて決定している業務継続体制に関する事

項は何ですか？（複数選択可） 

 

 自治体は大規模災害時において、災害応急対策活動及び災害からの復旧・復興活動の主

体として重要な役割を担う一方、災害時でも継続して行わなければならない通常業務を抱

えている。しかしながら、過去の災害では、業務継続に支障を及ぼす庁舎の被災や停電等

の事例も見受けられ、全国的に発生可能性ある地震に対応するためには、災害対応業務や

優先度の高い通常業務が適切に継続できる体制を事前に整備しておくことが重要である。

このため、内閣府において、平成 22 年 4 月に、「地震発災時における地方公共団体の業務

継続の手引きとその解説」がとりまとめられ、地域防災計画に併せ、業務継続にかかる体

制・計画作りが期待されているところである。本設問は、自治体の業務継続体制に関する

事項の確認を行った。 

 結果は、①「全職員を対象とした参集計画」は 87.3％であった。一方、②「発災時に継

続する必要のある一般業務」は 38.5％、③「参集予定の職員用の食料・飲料水の必要量の

調達」は 22.0％と非常に低い割合であり、⑤「職務代行を考慮した指揮命令系統」（52.8％）

及び⑥「データのバックアップ」（51.3％）も 5 割強に止まり、大規模災害時における自体

体の事業継続体制は極めて脆弱であると認められる。 

 

① ② ③ ④ ⑤
全職員を対象
とした参集計画

発災時に継続
する必要のあ
る一般業務（応
急業務以外の
住民サービス
等の継続が不
可欠な日常業
務）

参集予定の職
員用の食料・飲
料水の必要量
（３日分程度）を
何らかの手段
（備蓄・流通品）
で調達できるこ
と

庁舎が被災し
た場合の代替
施設の扱い（庁
舎の耐震性等
が確保されて
いるため不要
な場合を含む）

職務代行を考
慮した指揮命
令系統

本庁舎以外での業務関連情報
のデータのバックアップの保管
（庁舎の耐震性等が確保されて
いるため不要な場合を含む）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 400 100.0

1 全職員を対象とした参集計画 349 87.3

2
発災時に継続する必要のある一般業務（応急業
務以外の住民サービス等の継続が不可欠な日
常業務）

154 38.5

3
参集予定の職員用の食料・飲料水の必要量（３
日分程度）を何らかの手段（備蓄・流通品）で調
達できること

88 22.0

4
庁舎が被災した場合の代替施設の扱い（庁舎の
耐震性等が確保されているため不要な場合を含

247 61.8

5 職務代行を考慮した指揮命令系統 211 52.8

6
本庁舎以外での業務関連情報のデータのバック
アップの保管（庁舎の耐震性等が確保されてい
るため不要な場合を含む）

205 51.3
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、⑥「データのバックアップ」で防災推進地域が顕著に高い割合で、②「発

災時に継続する必要のある一般業務」及び③「参集予定の職員用の食料・飲料水の必要量

の調達」では非防災推進地域が顕著に高い割合であり、それ以外では顕著な差異は認めら

れなかった。 

 
 

 

  

87.3

38.5

22.0

61.8

52.8

51.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全職員を対象とした参集計画

発災時に継続する必要のある一般業務（応急業務以外の住民

サービス等の継続が不可欠な日常業務）

参集予定の職員用の食料・飲料水の必要量（３日分程度）を何

らかの手段（備蓄・流通品）で調達できること

庁舎が被災した場合の代替施設の扱い（庁舎の耐震性等が

確保されているため不要な場合を含む）

職務代行を考慮した指揮命令系統

本庁舎以外での業務関連情報のデータのバックアップの保管

（庁舎の耐震性等が確保されているため不要な場合を含む）

n=400

1 2 3 4 5 6

回答数

全職員を
対象とし
た参集計
画

発災時に
継続する
必要のあ
る一般業
務（応急
業務以外
の住民
サービス
等の継続
が不可欠
な日常業
務）

参集予定
の職員用
の食料・
飲料水の
必要量（３
日分程
度）を何ら
かの手段
（備蓄・流
通品）で
調達でき
ること

庁舎が被
災した場
合の代替
施設の扱
い（庁舎
の耐震性
等が確保
されてい
るため不
要な場合
を含む）

職務代行
を考慮し
た指揮命
令系統

本庁舎以
外での業
務関連情
報のデー
タのバッ
クアップ
の保管
（庁舎の
耐震性等
が確保さ
れている
ため不要
な場合を
含む）

全体 400 87.3 38.5 22.0 61.8 52.8 51.3
防災対策推進地域 137 85.4 31.4 15.3 66.4 51.8 63.5
非防災対策推進地域 263 88.2 42.2 25.5 59.3 53.2 44.9

地域別
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（２） ブロック別 

本区分では、項目毎に大きくばらついている。①「全職員を対象とした参集計画」で東

北（96.3％）、南関東（93.9％）、北関東（93.3％）、東海（90.6％）が 9 割台弱である一方、

北海道（72.7）、中国（77.3％）、関西（78.6％）が 7 割台に止まり、②「発災時に継続する

必要のある一般業務」で南関東が 51.1％である一方、北海道が 18.2％に止まり、④「庁舎

の代替」では 7 中国（72.2％）、東海（71.1％）が 7 割台である一方、北海道（45.5％）、東

北（48.1％）が 4 割台に止まり、⑤「指揮命令系統」で中国が 72.7％である一方、北海道

が 27.3％に止まり、⑥「バックアップ」で東海（69.8％）、関西 64.3％と 6 割台である一方、

北関東が 28.9％に止まった。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

全職員を
対象とし
た参集計
画

発災時に
継続する
必要のあ
る一般業
務（応急
業務以外
の住民
サービス
等の継続
が不可欠
な日常業
務）

参集予定
の職員用
の食料・
飲料水の
必要量（３
日分程
度）を何ら
かの手段
（備蓄・流
通品）で
調達でき
ること

庁舎が被
災した場
合の代替
施設の扱
い（庁舎
の耐震性
等が確保
されてい
るため不
要な場合
を含む）

職務代行
を考慮し
た指揮命
令系統

本庁舎以
外での業
務関連情
報のデー
タのバッ
クアップ
の保管
（庁舎の
耐震性等
が確保さ
れている
ため不要
な場合を
含む）

全体 400 87.3 38.5 22.0 61.8 52.8 51.3
北海道 11 72.7 18.2 27.3 45.5 27.3 36.4
東北 27 96.3 25.9 18.5 48.1 44.4 33.3
北関東 45 93.3 31.1 17.8 68.9 55.6 28.9
南関東 99 93.9 51.5 32.3 54.5 56.6 50.5
東海 53 90.6 41.5 20.8 71.7 58.5 69.8
北陸 22 86.4 31.8 18.2 50.0 31.8 59.1
関西 70 78.6 30.0 17.1 65.7 44.3 64.3
中国 22 77.3 40.9 13.6 72.7 72.7 45.5
四国 12 83.3 41.7 16.7 66.7 66.7 41.7
九州 36 80.6 41.7 22.2 63.9 58.3 50.0
沖縄 3 66.7 33.3 0.0 66.7 33.3 33.3

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、①「全職員を対象とした参集計画」で中核市が 83.3％で若干低く、②「発

災時に継続する必要のある一般業務」で東京特別区が 83.3％である一方、一般市が 26.3％

に止まり、③「参集予定の職員用の食料・飲料水の必要量の調達」で東京特別区が 61.1％

である一方、一般市が 12.2％に止まった。また、④「庁舎の代替」で中核市（76.7％）、都

道府県（73.8％）が 7 割台である一方、特例市（52.4％）、一般市（58.5％）が 5 割台に止

まり、⑤「指揮命令系統」で都道府県（73.8％）、政令市（73.7％）、東京特別区（72.2％）

が 7 割台である一方、特例市（42.9％）、一般市（45.9％）が 4 割台に止まった。なお、⑥

「バックアップ」で東京特別区が 72.2％である一方、一般市が 47.0％に止まり、①以外は

概ね一般市又は特例市の割合が低いことが認められた。 

 
 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

全職員を
対象とし
た参集計
画

発災時に
継続する
必要のあ
る一般業
務（応急
業務以外
の住民
サービス
等の継続
が不可欠
な日常業
務）

参集予定
の職員用
の食料・
飲料水の
必要量（３
日分程
度）を何ら
かの手段
（備蓄・流
通品）で
調達でき
ること

庁舎が被
災した場
合の代替
施設の扱
い（庁舎
の耐震性
等が確保
されてい
るため不
要な場合
を含む）

職務代行
を考慮し
た指揮命
令系統

本庁舎以
外での業
務関連情
報のデー
タのバッ
クアップ
の保管
（庁舎の
耐震性等
が確保さ
れている
ため不要
な場合を
含む）

全体 400 87.3 38.5 22.0 61.8 52.8 51.3
都道府県 42 90.5 69.0 59.5 73.8 73.8 57.1
政令市 19 94.7 63.2 26.3 63.2 73.7 68.4
中核市 30 83.3 60.0 23.3 76.7 66.7 56.7
特例市 21 95.2 42.9 33.3 52.4 42.9 52.4
一般市 270 85.9 26.3 12.2 58.5 45.9 47.0
区 18 88.9 83.3 61.1 66.7 72.2 72.2

自治体
種別
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Ｑ１０．貴自治体の業務継続体制が想定する地震又は津波災害のレベルを教えて

ください。 

 

 内閣府による「地震発災時における自治体の業務継続の手引きとその解説」によれば、

非常時に優先的に行う業務の選定及び必要資源に関する分析と対策の検討を行うためには、

自治体の業務が外部条件によって受ける制約（ライフライン支障、交通支障等）等を把握

することが重要とされており、危機事象として想定地震及び発災条件を特定し、社会的な

被害状況及び対象施設周辺の被害状況を想定する必要があるとしている。本設問は、自治

体の業務継続体制が想定する災害レベルの確認を行った。 

 結果は、①「想定される最大クラスの災害」が 10％に止まり、②「100 年に 1、2 回程度

の確立で発生する可能性のある災害」も 20.9％に止まった。但し、「その他」の 157 のうち、

27 が「想定がない」「今後検討中」等であり、130 が震度やマグニチュード等でなんらかの

個別の想定を行っていた。いずれにしても、東日本大震災の教訓からは、最大クラスの災

害を認識した業務継続計画体制を構築する必要があり、この点で課題がある。 

 

① ② ③ ④ ⑤
1000年に1度の
ような、想定さ
れる最大クラス
の災害

100年に1、2回
程度の確率で
発生する可能
性のある災害

災害レベルに
ついては十分
に考慮されてい
ない

その他
（　　　　　）

　

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 422 100.0

1
1000年に1度のような、想定される最大クラスの
災害

42 10.0

2
100年に1、2回程度の確率で発生する可能性の
ある災害

88 20.9

3 災害レベルについては十分に考慮されていない 123 29.1
4 その他 157 37.2

無回答 12 2.8
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、①「想定される最大クラスの災害」及び②「100 年に 1、2 回程度の確立で

発生する可能性のある災害」ともに、防災対策推進地域の方が割合が高かった。 

一方、④「その他」が防災対策推進地域で 42、非防災対策推進地域で 115 あるが、この

うち「想定がない」「今後検討中」等は前者が 9、後者が 18 あり、これを差し引いた数値に

①及び②の数値を加えて何らかの災害レベルを想定している自治体は、防災対策推進地域

が 65.3％、非防災対策推進地域が 59.7％であった。 

 

 

  

1000年に1度の

ような、想定さ

れる最大クラス

の災害

10.0%

100年に1、2回

程度の確率で

発生する可能

性のある災害

20.9%

災害レベルに

ついては十分

に考慮されてい

ない

29.1%

その他

37.2%

無回答

2.8%

n=422

1 2 3 4

回答数

1000年に
1度のよう
な、想定
される最
大クラス
の災害

100年に
1、2回程
度の確率
で発生す
る可能性
のある災
害

災害レベ
ルについ
ては十分
に考慮さ
れていな
い

その他 無回答

全体 422 10.0 20.9 29.1 37.2 2.8
防災対策推進地域 144 12.5 29.9 26.4 29.2 2.1
非防災対策推進地域 278 8.6 16.2 30.6 41.4 3.2

地域別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

防災対策推進地域

非防災対策推進地域

1000年に1度のような、想定される最

大クラスの災害

100年に1、2回程度の確率で発生す

る可能性のある災害

災害レベルについては十分に考慮さ

れていない
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（２） ブロック別 

本区分では、①「想定される最大クラスの災害」で関西が 20.8％でそれ以外は 2 割未満

に止まり、②「100 年に 1、2 回程度の確立で発生する可能性のある災害」で東海（38.2％）、

北関東（33.3％）が 3 割台でそれ以外は 3 割未満に止まった。一方、④「その他」の 157

のうち、「想定がない」「今後検討中」等の 27 を差し引いた数値に①及び②の数値を加えて

何らかの災害レベルを想定している自治体は、南関東 74.5％、四国 69.2％、東海 69.1％、

北関東 62.5％、関西 59.7％、九州 56.1％、東北 53.3％、北陸 45.5％、中国 41.7％、北海

道 33.3％であった。 

 

 
  

1 2 3 4

回答数

1000年に
1度のよう
な、想定
される最
大クラス
の災害

100年に
1、2回程
度の確率
で発生す
る可能性
のある災
害

災害レベ
ルについ
ては十分
に考慮さ
れていな
い

その他 無回答

全体 422 10.0 20.9 29.1 37.2 2.8
北海道 12 8.3 8.3 50.0 16.7 16.7
東北 30 13.3 26.7 26.7 33.3 0.0
北関東 48 10.4 33.3 22.9 29.2 4.2
南関東 102 3.9 17.6 18.6 57.8 2.0
東海 55 10.9 38.2 29.1 21.8 0.0
北陸 22 4.5 13.6 45.5 36.4 0.0
関西 72 20.8 11.1 31.9 34.7 1.4
中国 24 4.2 20.8 50.0 20.8 4.2
四国 13 15.4 15.4 15.4 46.2 7.7
九州 41 7.3 12.2 34.1 39.0 7.3
沖縄 3 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0

地域
ブロック

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸

関西

中国

四国

九州

沖縄

1000年に1度のような、想定さ

れる最大クラスの災害

100年に1、2回程度の確率で

発生する可能性のある災害

災害レベルについては十分

に考慮されていない

その他

無回答
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（３） 自治体種別 

本区分では、同様に①「想定される最大クラスの災害」、②「100 年に 1、2 回程度の確

立で発生する可能性のある災害」ともに 2 割強以下であった。 

一方、④「その他」157 のうち、「想定がない」「今後検討中」等の 27 を差し引いた数値

に①及び②の数値を加えて何らかの災害レベルを想定している自治体は、特例市と一般市

がともに 54.2%に止まる一方、東京特別区が 100％、これら以外が概ね 75％～85％程度で

あった。 

 

 
  

1 2 3 4

回答数

1000年に
1度のよう
な、想定
される最
大クラス
の災害

100年に
1、2回程
度の確率
で発生す
る可能性
のある災
害

災害レベ
ルについ
ては十分
に考慮さ
れていな
い

その他 無回答

全体 422 10.0 20.9 29.1 37.2 2.8
都道府県 44 18.2 15.9 11.4 50.0 4.5
政令市 19 21.1 15.8 15.8 47.4 0.0
中核市 33 15.2 18.2 9.1 54.5 3.0
特例市 24 16.7 12.5 41.7 29.2 0.0
一般市 284 7.4 22.9 35.9 30.6 3.2
区 18 0.0 22.2 0.0 77.8 0.0

自治体
種別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県

政令市

中核市

特例市

一般市

区

1000年に1度のような、想定

される最大クラスの災害

100年に1、2回程度の確率

で発生する可能性のある災

害

災害レベルについては十分

に考慮されていない

その他
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Ｑ１１．大規模地震又は津波災害に係る業務継続計画（BCP）を策定又は改訂し

た時期はいつですか？ 

 
 本設問は、東日本大震災後の業務継続計画（BCP）の策定・改訂状況の確認を行った。 

 結果は、⑥「策定していない」又は「無回答」が 69.2％と 7 割近くを占め、東日本大震

災後も BCP の策定が進んでいないことが認められた。なお、策定済みの 30.8％のうち、①

「東日本大震災後に策定・改訂」又は③⑤の「現在改訂作業中」の割合は 27.7％であった。 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
東日本大震災
後に策定・改訂

東日本大震災
以前～5年以内
前に策定・改訂
し、現在改訂作
業に未着手

東日本大震災
以前～5年以内
前に策定・改訂
し、現在改訂作
業中

5年超前に策
定・改訂し、現
在改訂作業に
未着手

5年超前に策
定・改訂し、現
在改訂作業中

選択肢

⑥

策定していない

回答数 ％
全体 422 100.0

1 東日本大震災後に策定・改訂 96 22.7

2
東日本大震災以前～5年以内前に策定・改訂
し、現在改訂作業に未着手

12 2.8

3
東日本大震災以前～5年以内前に策定・改訂
し、現在改訂作業中

17 4.0

4 5年超前に策定・改訂し、現在改訂作業に未着 1 0.2
5 5年超前に策定・改訂し、現在改訂作業中 4 0.9
6 策定していない 289 68.5

無回答 3 0.7

東日本大震災

後に策定・改訂

22.7%

東日本大震災

以前～5年以内

前に策定・改訂

し、現在改訂作

業に未着手

2.8%

東日本大震災

以前～5年以内

前に策定・改訂

し、現在改訂作

業中

4.0%

5年超前に策

定・改訂し、現

在改訂作業に

未着手

0.2%

5年超前に策

定・改訂し、現

在改訂作業中

0.9%

策定してい

ない

68.5%

無回答

0.7%

n=422
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（１）防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、防災対策推進地域方が、⑥「策定していない」又は「無回答」の割合が高

かった。 

 

 
  

1 2 3 4 5 6

回答数

東日本大
震災後に
策定・改
訂

東日本大
震災以前
～5年以
内前に策
定・改訂
し、現在
改訂作業
に未着手

東日本大
震災以前
～5年以
内前に策
定・改訂
し、現在
改訂作業
中

5年超前
に策定・
改訂し、
現在改訂
作業に未
着手

5年超前
に策定・
改訂し、
現在改訂
作業中

策定して
いない

無回答

全体 422 22.7 2.8 4.0 0.2 0.9 68.5 0.7
防災対策推進地域 144 18.8 2.1 2.1 0.0 0.0 77.1 0.0
非防災対策推進地域 278 24.8 3.2 5.0 0.4 1.4 64.0 1.1

地域別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

防災対策推進地域

非防災対策推進地域

東海地震

東日本大震災後に策定・改訂

東日本大震災以前～5年以内前

に策定・改訂し、現在改訂作業に

未着手

東日本大震災以前～5年以内前

に策定・改訂し、現在改訂作業中
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（２） ブロック別 

本区分では、⑥「策定していない」又は「無回答」が南関東で 50％である一方、それ以

外の地域は 6 割後半から 9 割弱の間で、特に北海道（91.7％）、東北（86.7％）が顕著に高

い割合であった。 

 

 
  

1 2 3 4 5 6

回答数

東日本大
震災後に
策定・改
訂

東日本大
震災以前
～5年以
内前に策
定・改訂
し、現在
改訂作業
に未着手

東日本大
震災以前
～5年以
内前に策
定・改訂
し、現在
改訂作業
中

5年超前
に策定・
改訂し、
現在改訂
作業に未
着手

5年超前
に策定・
改訂し、
現在改訂
作業中

策定して
いない

無回答

全体 422 22.7 2.8 4.0 0.2 0.9 68.5 0.7
北海道 12 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 91.7 0.0
東北 30 10.0 3.3 0.0 0.0 0.0 86.7 0.0
北関東 48 20.8 0.0 0.0 2.1 0.0 75.0 2.1
南関東 102 36.3 5.9 5.9 0.0 2.0 50.0 0.0
東海 55 25.5 3.6 3.6 0.0 0.0 67.3 0.0
北陸 22 18.2 4.5 9.1 0.0 0.0 68.2 0.0
関西 72 16.7 1.4 4.2 0.0 1.4 76.4 0.0
中国 24 25.0 0.0 4.2 0.0 0.0 70.8 0.0
四国 13 23.1 0.0 7.7 0.0 0.0 69.2 0.0
九州 41 17.1 2.4 2.4 0.0 0.0 73.2 4.9
沖縄 3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0

地域
ブロック

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸

関西

中国

四国

九州

沖縄

東日本大震災後に策定・改訂

東日本大震災以前～5年以内

前に策定・改訂し、現在改訂

作業に未着手

東日本大震災以前～5年以内

前に策定・改訂し、現在改訂

作業中

5年超前に策定・改訂し、現在

改訂作業に未着手

5年超前に策定・改訂し、現在

改訂作業中
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（３） 自治体種別 

本区分では、⑥「策定していない」又は「無回答」が、東京特別区で 5.6%、次いで都道

府県が 38.6%、政令市が 52.6％である一方、それ以外の自治体では 6 割強から 8 割弱の間

で、特に一般市は 79.2％と顕著に高い割合だった。 

 

 
  

1 2 3 4 5 6

回答数

東日本大
震災後に
策定・改
訂

東日本大
震災以前
～5年以
内前に策
定・改訂
し、現在
改訂作業
に未着手

東日本大
震災以前
～5年以
内前に策
定・改訂
し、現在
改訂作業
中

5年超前
に策定・
改訂し、
現在改訂
作業に未
着手

5年超前
に策定・
改訂し、
現在改訂
作業中

策定して
いない

無回答

全体 422 22.7 2.8 4.0 0.2 0.9 68.5 0.7
都道府県 44 40.9 4.5 15.9 0.0 0.0 38.6 0.0
政令市 19 36.8 5.3 5.3 0.0 0.0 52.6 0.0
中核市 33 30.3 3.0 3.0 0.0 0.0 60.6 3.0
特例市 24 29.2 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7 4.2
一般市 284 15.8 2.1 1.4 0.4 0.7 79.2 0.4
区 18 50.0 11.1 22.2 0.0 11.1 5.6 0.0

自治体
種別

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

都道府県

政令市

中核市

特例市

一般市

区

東日本大震災後に策定・改

訂

東日本大震災以前～5年以

内前に策定・改訂し、現在改

訂作業に未着手

東日本大震災以前～5年以

内前に策定・改訂し、現在改

訂作業中

5年超前に策定・改訂し、現

在改訂作業に未着手
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Ｑ１２．大規模地震又は津波災害に係る業務継続計画（BCP）を策定していない

理由は何ですか？（複数選択可） 

 
 本設問は、Q11でBCPを策定していない自治体 289について、その理由の確認を行った。 

 結果は、①「庁内で議論がなされていないため」が 31.5％で最も多く、次いで②「策定

に必要な人員・人材がいないため」24.6％、③「策定に必要十分な知見がないため」20.4％

であり、認識、人材又はノウハウの不足が大きな要因となっていた。 

但し、⑥「その他」の 121 自治体（41.9％）のうち、108（37.4％）が策定中又は策定予

定であり、未着手が 13（4.5%）であった。 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤
庁内で議論が
なされていない
ため

策定に必要な
人員・人材がい
ないため

策定に必要十
分な知見がな
いため

各種マニュアル
類において業
務継続体制を
規定しているた
め、新たな計画
を策定する必
要がないため

明文化したもの
がなくても、業
務継続体制を
構築できると考
えるため

選択肢

⑥

その他（　　　　）

回答数 ％
全体 289 100.0

1 庁内で議論がなされていないため 91 31.5
2 策定に必要な人員・人材がいないため 71 24.6
3 策定に必要十分な知見がないため 59 20.4

4
各種マニュアル類において業務継続体制を規定
しているため、新たな計画を策定する必要がない

25 8.7

5
明文化したものがなくても、業務継続体制を構築
できると考えるため

9 3.1

6 その他 121 41.9

31.5

24.6

20.4

8.7

3.1

41.9

0% 20% 40% 60%

庁内で議論がなされていないため

策定に必要な人員・人材がいないため

策定に必要十分な知見がないため

各種マニュアル類において業務継続体

制を規定しているため、新たな計画を…

明文化したものがなくても、業務継続体

制を構築できると考えるため

その他

n=289
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、項目毎にばらつきは大きいものの、概ね①「庁内で議論がなされていない

ため」、②「策定に必要な人員・人材がいないため」及び③「策定に必要十分な知見がない

ため」が高めの傾向であった。 

 
  

1 2 3 4 5 6

回答数
庁内で議論
がなされて
いないため

策定に必要
な人員・人
材がいない
ため

策定に必要
十分な知見
がないため

各種マニュ
アル類にお
いて業務継
続体制を規
定している
ため、新た
な計画を策
定する必要

明文化したも
のがなくて
も、業務継続
体制を構築
できると考え
るため

その他

全体 289 31.5 24.6 20.4 8.7 3.1 41.9
防災対策推進地域 111 32.4 25.2 25.2 5.4 2.7 43.2
非防災対策推進地域 178 30.9 24.2 17.4 10.7 3.4 41.0

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
庁内で議論
がなされて
いないため

策定に必要
な人員・人
材がいない
ため

策定に必要
十分な知見
がないため

各種マニュ
アル類にお
いて業務継
続体制を規
定している
ため、新た
な計画を策
定する必要

明文化したも
のがなくて
も、業務継続
体制を構築
できると考え
るため

その他

全体 289 31.5 24.6 20.4 8.7 3.1 41.9
北海道 11 18.2 18.2 18.2 9.1 0.0 36.4
東北 26 19.2 11.5 11.5 11.5 3.8 57.7
北関東 36 41.7 19.4 8.3 11.1 2.8 41.7
南関東 51 21.6 23.5 15.7 3.9 0.0 58.8
東海 37 29.7 24.3 24.3 5.4 2.7 54.1
北陸 15 53.3 13.3 6.7 6.7 6.7 33.3
関西 55 27.3 27.3 32.7 12.7 5.5 32.7
中国 17 35.3 29.4 23.5 23.5 11.8 17.6
四国 9 22.2 44.4 11.1 0.0 0.0 33.3
九州 30 50.0 36.7 26.7 3.3 0.0 26.7
沖縄 2 50.0 50.0 100.0 0.0 0.0 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、①「庁内で議論がなされていない」が中核市（35.0％）、一般市（34.7％）

が 3 割台で高い割合であった。また、②「策定に必要な人員・人材がいないため③「策定

に必要十分な知見がないため」ともに、都道府県と東京特別区で 0％である一方、一般市が

それぞれ 28.9％、23.1％と高い割合であった。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
庁内で議論
がなされて
いないため

策定に必要
な人員・人
材がいない
ため

策定に必要
十分な知見
がないため

各種マニュ
アル類にお
いて業務継
続体制を規
定している
ため、新た
な計画を策
定する必要

明文化したも
のがなくて
も、業務継続
体制を構築
できると考え
るため

その他

全体 289 31.5 24.6 20.4 8.7 3.1 41.9
都道府県 17 5.9 0.0 0.0 11.8 0.0 82.4
政令市 10 10.0 10.0 20.0 0.0 0.0 60.0
中核市 20 35.0 10.0 15.0 5.0 0.0 60.0
特例市 16 25.0 18.8 12.5 25.0 0.0 37.5
一般市 225 34.7 28.9 23.1 8.0 4.0 36.4
区 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

自治体
種別
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Ｑ１３．今後の業務継続体制の構築又は業務継続計画（ＢＣＰ計画）の策定・改

訂に当たり、貴自治体において必要と考えるものは何ですか？（複数選択可） 

 

 本設問は、業務継続体制の構築や BCP の策定・改定のために自治体が必要と考える事項

の確認を行った。 

 結果は、Ｑ12 でも人材・ノウハウの不足が BCP の未策定の理由に上がっていたが、①「国

のガイドライン策定等の情報提供」75.2%、②「人材育成」55.8%と、ノウハウ・人材に係

る回答が顕著に高い割合であった。 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
国のガイドライ
ン策定や先進
事例紹介によ
る情報提供

説明会や研修
の開催による
人材育成

業務継続体制
の構築・業務継
続計画（ＢＣＰ）
の策定を支援
する民間コンサ
ルタント

国による財政
支援

その他
（　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 412 100.0

1
国のガイドライン策定や先進事例紹介による情
報提供

310 75.2

2 説明会や研修の開催による人材育成 230 55.8

3
業務継続体制の構築・業務継続計画（ＢＣＰ）の
策定を支援する民間コンサルタント

115 27.9

4 国による財政支援 158 38.3
5 その他 32 7.8

75.2

55.8

27.9

38.3

7.8

0% 20% 40% 60% 80%

国のガイドライン策定や先進事例紹介による

情報提供

説明会や研修の開催による人材育成

業務継続体制の構築・業務継続計画（ＢＣＰ）

の策定を支援する民間コンサルタント

国による財政支援

その他

n=412
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（１）防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分でも、多少のばらつきはあるものの、概ね全国傾向と同様で顕著な差異は認めら

れなかった。 

 

 

  

1 2 3 4 5

回答数

国のガイ
ドライン策
定や先進
事例紹介
による情
報提供

説明会や
研修の開
催による
人材育成

業務継続
体制の構
築・業務
継続計画
（ＢＣＰ）の
策定を支
援する民
間コンサ
ルタント

国による
財政支援

その他

全体 412 75.2 55.8 27.9 38.3 7.8
防災対策推進地域 139 73.4 50.4 27.3 42.4 6.5
非防災対策推進地域 273 76.2 58.6 28.2 36.3 8.4

地域別

1 2 3 4 5

回答数

国のガイ
ドライン策
定や先進
事例紹介
による情
報提供

説明会や
研修の開
催による
人材育成

業務継続
体制の構
築・業務
継続計画
（ＢＣＰ）の
策定を支
援する民
間コンサ
ルタント

国による
財政支援

その他

全体 412 75.2 55.8 27.9 38.3 7.8
北海道 11 81.8 45.5 18.2 36.4 9.1
東北 30 76.7 53.3 13.3 33.3 10.0
北関東 48 75.0 60.4 25.0 29.2 4.2
南関東 100 72.0 56.0 32.0 38.0 12.0
東海 53 71.7 50.9 24.5 41.5 5.7
北陸 21 71.4 38.1 28.6 28.6 4.8
関西 70 67.1 55.7 31.4 45.7 8.6
中国 24 91.7 66.7 20.8 41.7 12.5
四国 13 92.3 30.8 46.2 38.5 0.0
九州 39 84.6 71.8 28.2 38.5 2.6
沖縄 3 100.0 66.7 66.7 66.7 0.0

地域
ブロック
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（３）自治体種別 

本区分でも、政令市で①「国のガイドライン策定等の情報提供」より②「人材育成」の

割合が高かったものの、概ね全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

  

1 2 3 4 5

回答数

国のガイ
ドライン策
定や先進
事例紹介
による情
報提供

説明会や
研修の開
催による
人材育成

業務継続
体制の構
築・業務
継続計画
（ＢＣＰ）の
策定を支
援する民
間コンサ
ルタント

国による
財政支援

その他

全体 412 75.2 55.8 27.9 38.3 7.8
都道府県 42 73.8 61.9 4.8 31.0 11.9
政令市 19 52.6 73.7 31.6 47.4 15.8
中核市 32 68.8 50.0 31.3 18.8 12.5
特例市 23 78.3 52.2 26.1 34.8 4.3
一般市 278 77.7 54.3 30.6 42.8 6.1
区 18 72.2 61.1 33.3 16.7 11.1

自治体
種別
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３．インフラ・公有施設の老朽化・耐震化関係 

Ｑ１４．貴自治体が管理する、地域防災計画で定める避難路や緊急輸送路に当た

る道路（橋梁、トンネル、舗装）の老朽化対策の状況に該当するものはどれです

か。（複数選択可） 

 

 インフラの老朽化対策が社会的課題となる中、地域防災計画で避難路や緊急輸送路に指

定されている道路は、大規模災害時に国民の命を守るという観点から、特に、戦略的かつ

計画的に維持管理・更新していくことが重要である。本設問は、避難路や緊急輸送路に当

たる道路の老朽化対策の状況の確認を行った。 

 結果は、①「日常・定期点検を実施」が 76.3%、④「長寿命化計画を策定」が 53.4%で、

②「施設諸元等を台帳等で把握」（38.5％）と③「老朽化状況を踏まえた維持管理・更新費

を推計」（33.3％）に至ってはいずれも 3 割台に止まった。 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
通常の日常・定
期点検を実施

施設諸元、老
朽化状況を台
帳等で把握

老朽化状況を
踏まえた維持
管理・更新費を
推計

長寿命化計画
を策定

その他
（　　　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 384 100.0

1 通常の日常・定期点検を実施 293 76.3
2 施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握 148 38.5
3 老朽化状況を踏まえた維持管理・更新費を推計 128 33.3
4 長寿命化計画を策定 205 53.4
5 その他 76 19.8

76.3

38.5

33.3

53.4

19.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

通常の日常・定期点検を実施

施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握

老朽化状況を踏まえた維持管理・更新

費を推計

長寿命化計画を策定

その他

n=384
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分でも、項目毎に多少のばらつきはあるものの、概ね全国傾向と同様で顕著な差異

は認められなかった。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、全ての項目で都道府県及び政令市が顕著に高い割合で、それ以外の自治体

との開きが大きかった。特に、④「長寿命化計画を策定」で前者がそれぞれ 84.1％、83.3％

である一方、後者が 4 割半ば～6 割半ば、②「施設諸元等を台帳等で把握」で前者がそれぞ

れ 79.5％、83.3％ある一方、後者が 3 割弱～4 割半ばであった。さらに、一般市では、②

「施設諸元等を台帳等で把握」、③「老朽化状況を踏まえた維持管理・更新費を推計」及び

④「長寿命化計画を策定」で最も低い割合だった。 

 

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 384 76.3 38.5 33.3 53.4 19.8
防災対策推進地域 137 77.4 33.6 28.5 50.4 19.0
非防災対策推進地域 247 75.7 41.3 36.0 55.1 20.2

地域別

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 384 76.3 38.5 33.3 53.4 19.8
北海道 11 72.7 45.5 36.4 54.5 9.1
東北 28 75.0 25.0 25.0 53.6 14.3
北関東 46 69.6 39.1 28.3 47.8 15.2
南関東 87 81.6 27.6 28.7 49.4 25.3
東海 52 84.6 40.4 36.5 59.6 13.5
北陸 20 65.0 65.0 30.0 50.0 15.0
関西 67 70.1 41.8 38.8 55.2 22.4
中国 22 81.8 45.5 50.0 54.5 13.6
四国 13 84.6 38.5 46.2 69.2 15.4
九州 36 77.8 41.7 30.6 55.6 33.3
沖縄 2 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

地域
ブロック

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 384 76.3 38.5 33.3 53.4 19.8
都道府県 44 88.6 79.5 63.6 84.1 38.6
政令市 18 94.4 83.3 77.8 83.3 55.6
中核市 29 72.4 34.5 34.5 65.5 17.2
特例市 22 72.7 45.5 45.5 59.1 18.2
一般市 255 73.7 28.2 23.5 44.3 14.1
区 16 75.0 37.5 37.5 50.0 25.0

自治体
種別
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Ｑ１５．貴自治体が管理する、地域防災計画で定める支援物資等の受け入れ先に

当たる港湾岸壁の老朽化対策の状況に該当するものはどれですか。（複数選択可） 

 

 港湾施設は、大規模災害時において沿岸地域における支援物資等の受け入れ先として重

要な施設である。本設問は、Ｑ14 と同様の観点から、港湾岸壁の老朽化対策の状況の確認

を行った。 

 結果は、①「日常・定期点検を実施」が 67.3%で、②「施設諸元等を台帳等で把握」及

び④「長寿命化計画を策定」３割台に止まり、③「老朽化状況を踏まえた維持管理・更新

費を推計」に至っては 20.9％に止まった。 

 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
通常の日常・定
期点検を実施

施設諸元、老
朽化状況を台
帳等で把握

老朽化状況を
踏まえた維持
管理・更新費を
推計

長寿命化計画
を策定

その他
（　　　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 110 100.0

1 通常の日常・定期点検を実施 74 67.3
2 施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握 42 38.2
3 老朽化状況を踏まえた維持管理・更新費を推計 23 20.9
4 長寿命化計画を策定 36 32.7
5 その他 37 33.6

67.3

38.2

20.9

32.7

33.6

0% 20% 40% 60% 80%

通常の日常・定期点検を実施

施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握

老朽化状況を踏まえた維持管理・更新

費を推計

長寿命化計画を策定

その他

n=347
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、防災対策推進地域の方が、①「日常・定期点検を実施」及び③「老朽化状

況を踏まえた維持管理・更新費を推計」で割合が高い一方、非防災対策推進地域の方が、

②「施設諸元等を台帳等で把握」で割合が高かった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、①「日常・定期点検を実施」が北関東（100％）、東海（90.0％）である一

方、九州（52.2％）、東北（55.6％）で 5 割台に止まる等のばらつきが見られ、東海がいず

れの項目も比較的高い割合だった。 

 
  

1 2 3 4 5

回答数

通常の日
常・定期
点検を実
施

施設諸
元、老朽
化状況を
台帳等で
把握

老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

長寿命化
計画を策
定

その他

全体 110 67.3 38.2 20.9 32.7 33.6
防災対策推進地域 32 78.1 31.3 28.1 34.4 21.9
非防災対策推進地域 78 62.8 41.0 17.9 32.1 38.5

地域別

1 2 3 4 5

回答数

通常の日
常・定期
点検を実
施

施設諸
元、老朽
化状況を
台帳等で
把握

老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

長寿命化
計画を策
定

その他

全体 110 67.3 38.2 20.9 32.7 33.6
北海道 5 60.0 20.0 20.0 0.0 80.0
東北 9 55.6 22.2 0.0 33.3 33.3
北関東 1 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0
南関東 11 72.7 36.4 27.3 27.3 63.6
東海 10 90.0 60.0 40.0 50.0 20.0
北陸 7 71.4 57.1 28.6 28.6 28.6
関西 16 75.0 37.5 31.3 43.8 12.5
中国 16 75.0 37.5 12.5 25.0 25.0
四国 11 63.6 45.5 45.5 72.7 9.1
九州 23 52.2 30.4 4.3 17.4 47.8
沖縄 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、いずれの項目でも政令市が最も高い割合であり、次いで都道府県が③を除い

て高い割合であり、それ以外の自治体との開きが顕著であった。 

 

 

  

1 2 3 4 5

回答数

通常の日
常・定期
点検を実
施

施設諸
元、老朽
化状況を
台帳等で
把握

老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

長寿命化
計画を策
定

その他

全体 110 67.3 38.2 20.9 32.7 33.6
都道府県 36 80.6 55.6 25.0 52.8 36.1
政令市 9 88.9 66.7 55.6 77.8 22.2
中核市 7 57.1 42.9 28.6 28.6 57.1
特例市 5 40.0 20.0 0.0 0.0 60.0
一般市 52 59.6 23.1 13.5 15.4 26.9
区 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

自治体
種別
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Ｑ１６．貴自治体が管理する、地域防災計画で定める避難路や緊急輸送路に当た

る道路下に埋設する上水道の老朽化対策の状況に該当するものはどれですか。（複

数選択可） 

 

 上水道も、高度経済成長期に急速に普及した施設の老朽化が大きな問題となっている。

日本水道協会が平成 21 年 3 月に取りまとめた水道の安全保障に関する検討会報告書によれ

ば、当該時点で浄水施設の約 3 割、管路の約 2 割が建設後 40 年以上を経過しており、その

後 10 年で倍増する見込みとなっており、平成 25 年 3 月に厚生労働省が取りまとめた「新

水道ビジョン」においても、施設の老朽化への対応不足や耐震化の遅れによる課題が指摘

されているところである。本設問は、Ｑ14 と同様の観点から、避難路・緊急輸送路に当た

る道路下の上水道の老朽化対策の状況の確認を行った。 

 結果は、①「通常の日常・定期点検」56.0％及び④「長寿命化計画を策定」10.8％は、今

回調査したインフラ 4 施設のうち最も低い割合である一方、②「施設諸元等を台帳等で把

握」57.7％及び③「維持管理・更新費を推計」42.6％は、逆に最も高い割合であった。 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
通常の日常・定
期点検を実施

施設諸元、老
朽化状況を台
帳等で把握

老朽化状況を
踏まえた維持
管理・更新費を
推計

長寿命化計画
を策定

その他
（　　　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 352 100.0

1 通常の日常・定期点検を実施 197 56.0
2 施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握 203 57.7
3 老朽化状況を踏まえた維持管理・更新費を推計 150 42.6
4 長寿命化計画を策定 38 10.8
5 その他 28 8.0

56.0

57.7

42.6

10.8

8.0

0% 20% 40% 60% 80%

通常の日常・定期点検を実施

施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握

老朽化状況を踏まえた維持管理・更新

費を推計

長寿命化計画を策定

その他

n=352
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、防災対策推進地域の方が、各項目でも割合が高いが、特に③「維持管理・

更新費を推計」で顕著に高い割合だった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、項目毎に多少のばらつきはあるものの、概ね全国傾向と同様で顕著な差異

は認められなかった。 

 
 

（３） 自治体種別 

本区分では、全ての項目で政令市が最も高い割合である一方、一般市は②を除き最も低

い割合だった。なお、都道府県及び東京特別区の値が比較的低いのは、上水道事業は基礎

自治体が主な主体として管理しており、東京都は都水道局による管理が行われているため

である。 

 
  

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 352 56.0 57.7 42.6 10.8 8.0
防災対策推進地域 139 57.6 62.6 50.4 12.2 6.5
非防災対策推進地域 213 54.9 54.5 37.6 9.9 8.9

地域別

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 352 56.0 57.7 42.6 10.8 8.0
北海道 9 66.7 55.6 55.6 22.2 0.0
東北 26 53.8 57.7 38.5 0.0 11.5
北関東 46 56.5 58.7 30.4 10.9 2.2
南関東 64 50.0 42.2 26.6 4.7 6.3
東海 53 62.3 62.3 56.6 17.0 7.5
北陸 20 60.0 70.0 40.0 10.0 10.0
関西 65 58.5 64.6 55.4 16.9 9.2
中国 19 57.9 52.6 47.4 10.5 21.1
四国 12 33.3 66.7 66.7 8.3 8.3
九州 35 57.1 57.1 34.3 8.6 8.6
沖縄 3 33.3 66.7 33.3 0.0 0.0

地域
ブロック

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 352 56.0 57.7 42.6 10.8 8.0
都道府県 28 64.3 64.3 42.9 10.7 21.4
政令市 18 72.2 88.9 66.7 22.2 11.1
中核市 31 54.8 67.7 54.8 9.7 16.1
特例市 20 65.0 50.0 60.0 20.0 15.0
一般市 249 54.6 55.4 39.0 9.6 4.8
区 6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自治体
種別
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Ｑ１７．貴自治体が管理する、地域防災計画で定める避難路や緊急輸送路に当た

る道路下に埋設する下水道の老朽化対策の状況に該当するものはどれですか。（複

数選択可） 

 

 大規模災害時に避難路・緊急輸送路に当たる道路下の下水道が破損し、当該道路が陥没

した場合には、避難・緊急輸送に支障が生じることとなる。本設問は、避難路・緊急輸送

路に当たる道路下の下水道の老朽対策の状況の確認を行った。 

 結果は、①「通常の日常・定期点検」が 62.0％、次いで②「施設諸元等を台帳等で把握」

47.1％、③「維持管理・更新費を推計」26.2％に止まり、④「長寿命化計画を策定」に至っ

ては 16.2％に止まった。 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
通常の日常・定
期点検を実施

施設諸元、老
朽化状況を台
帳等で把握

老朽化状況を
踏まえた維持
管理・更新費を
推計

長寿命化計画
を策定

その他
（　　　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 382 100.0

1 通常の日常・定期点検を実施 237 62.0
2 施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握 180 47.1
3 老朽化状況を踏まえた維持管理・更新費を推計 100 26.2
4 長寿命化計画を策定 62 16.2
5 その他 76 19.9

62.0

47.1

26.2

16.2

19.9

0% 20% 40% 60% 80%

通常の日常・定期点検を実施

施設諸元、老朽化状況を台帳等で把握

老朽化状況を踏まえた維持管理・更新

費を推計

長寿命化計画を策定

その他

n=382
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

（２） ブロック別 

本区分では、項目毎に多少のばらつきがあるものの、概ね全国傾向と同様で顕著な差異

は認められなかった。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、①「通常の日常・定期点検」、②「施設諸元等を台帳等で把握」で都道府県

と政令市が、③「維持管理・更新費を推計」で政令市が顕著に高い割合であった。 

 

 

 

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 382 62.0 47.1 26.2 16.2 19.9
防災対策推進地域 137 59.9 54.0 32.8 19.0 16.1
非防災対策推進地域 245 63.3 43.3 22.4 14.7 22.0

地域別

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 382 62.0 47.1 26.2 16.2 19.9
北海道 10 60.0 50.0 40.0 10.0 30.0
東北 29 58.6 48.3 20.7 20.7 20.7
北関東 47 59.6 51.1 17.0 12.8 12.8
南関東 84 69.0 32.1 19.0 9.5 20.2
東海 53 58.5 56.6 34.0 17.0 15.1
北陸 22 63.6 63.6 36.4 18.2 27.3
関西 66 65.2 51.5 36.4 24.2 18.2
中国 21 76.2 52.4 33.3 23.8 28.6
四国 12 41.7 75.0 33.3 16.7 33.3
九州 35 51.4 31.4 14.3 11.4 20.0
沖縄 3 33.3 33.3 0.0 33.3 33.3

地域
ブロック

1 2 3 4 5

回答数
通常の日
常・定期点
検を実施

施設諸元、
老朽化状
況を台帳等
で把握

老朽化状
況を踏まえ
た維持管
理・更新費

長寿命化
計画を策定

その他

全体 382 62.0 47.1 26.2 16.2 19.9
都道府県 40 80.0 60.0 27.5 30.0 32.5
政令市 19 73.7 78.9 47.4 26.3 31.6
中核市 29 62.1 51.7 34.5 31.0 24.1
特例市 21 52.4 33.3 42.9 19.0 28.6
一般市 265 61.1 44.9 23.0 12.1 15.8
区 8 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

自治体
種別
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Ｑ１８貴自治体庁舎の耐震化・老朽化対策の状況に該当するものはどれですか。

（複数選択可） 

 

 自治体庁舎は、大規模災害時に防災拠点としての機能を維持すべき重要な施設である。

本設問は、自治体庁舎の耐震化・老朽化対策の状況の確認を行った。 

 結果は、①「耐震化対策を全て実施」（31.7％）、②「耐震化対策を一部実施」（35.6％）

が 3 割台に止まり、③「通常の定期点検」（29.1％）、④「施設諸元等を把握」（25.8%）が

2 割台、⑤「維持管理・更新費を推計」に至っては 14.8%に止まった。 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
耐震化対策を
すべて実施

耐震化対策を
一部実施
（　　　　　）割

通常の定期点
検を実施

施設諸元、耐
震化、老朽化
状況を台帳等
で把握

耐震化、老朽
化状況を踏ま
えた維持管理・
更新費を推計

選択肢

⑥

その他
（　　　　　　　　）

回答数 ％
全体 419 100.0

1 耐震化対策をすべて実施 133 31.7
2 耐震化対策を一部実施 149 35.6
3 通常の定期点検を実施 122 29.1
4 施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳等で把握 108 25.8

5
耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管理・更新
費を推計

62 14.8

6 その他 97 23.2

31.7

35.6

29.1

25.8

14.8

23.2

0% 10% 20% 30% 40%

耐震化対策をすべて実施

耐震化対策を一部実施

通常の定期点検を実施

施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳

等で把握

耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管

理・更新費を推計

その他

n=419
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なお、耐震化を一部実施とした自治体では、耐震化比率の平均値が 6.5 割であった。 

 

 

 

（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

当該区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

回答数 ％
全体 133 100.0

1 １割 1 0.8
2 ２割 4 3.0
3 ３割 12 9.0
4 ４割 3 2.3
5 ５割 20 15.0
6 ６割 15 11.3
7 ７割 25 18.8
8 ８割 34 25.6
9 ９割 19 14.3

平均値 6.50

0.8

3.0

9.0

2.3

15.0

11.3

18.8

25.6

14.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１…

２…

３…

４…

５…

６…

７…

８…

９…

n=133

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 419 31.7 35.6 29.1 25.8 14.8 23.2
防災対策推進地域 144 33.3 30.6 25.7 21.5 16.0 21.5
非防災対策推進地域 275 30.9 38.2 30.9 28.0 14.2 24.0

地域別
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 耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値でも、顕著な差異は認められなか

った。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、①「耐震化を全て実施」が、東海で 49.1％、次いで南関東地方 36.6％で割

合が高い一方、それ以外では、1 割弱～3 割強であった。また、①「耐震化を全て実施」と

②「耐震化対策を一部実施」を併せると、九州が 8 割台、東海、北陸、中国で 7 割台だっ

た。さらに、④「施設諸元等を把握」は、北陸地方が 45.5％である一方、四国地方が 7.7％

と最も低い割合であった。 

 
 

 耐震化を一部実施している自治体の耐震化比率の平均値は、東海、四国が 7 割台で若干

高めであった。 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 133 0.8 3.0 9.0 2.3 15.0 11.3 18.8 25.6 14.3 6.50
防災対策推進地域 42 0.0 0.0 9.5 4.8 9.5 9.5 23.8 31.0 11.9 6.74
非防災対策推進地域 91 1.1 4.4 8.8 1.1 17.6 12.1 16.5 23.1 15.4 6.40

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 419 31.7 35.6 29.1 25.8 14.8 23.2
北海道 11 9.1 36.4 54.5 27.3 18.2 18.2
東北 30 20.0 43.3 43.3 26.7 6.7 13.3
北関東 48 25.0 33.3 33.3 18.8 8.3 33.3
南関東 101 36.6 31.7 27.7 27.7 15.8 31.7
東海 55 49.1 27.3 20.0 27.3 18.2 14.5
北陸 22 31.8 40.9 40.9 45.5 13.6 9.1
関西 72 31.9 26.4 23.6 19.4 16.7 26.4
中国 24 16.7 58.3 25.0 37.5 12.5 8.3
四国 13 23.1 30.8 30.8 7.7 23.1 38.5
九州 40 27.5 57.5 27.5 25.0 17.5 17.5
沖縄 3 66.7 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 133 0.8 3.0 9.0 2.3 15.0 11.3 18.8 25.6 14.3 6.50
北海道 4 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 25.0 0.0 5.50
東北 11 0.0 9.1 18.2 0.0 18.2 9.1 18.2 18.2 9.1 5.73
北関東 15 0.0 0.0 0.0 0.0 26.7 6.7 33.3 20.0 13.3 6.87
南関東 24 0.0 4.2 4.2 0.0 20.8 8.3 16.7 25.0 20.8 6.79
東海 15 0.0 0.0 13.3 0.0 0.0 6.7 20.0 40.0 20.0 7.20
北陸 8 0.0 0.0 25.0 12.5 0.0 0.0 0.0 50.0 12.5 6.38
関西 17 0.0 5.9 5.9 5.9 11.8 5.9 11.8 29.4 23.5 6.76
中国 13 0.0 0.0 7.7 7.7 23.1 38.5 15.4 7.7 0.0 5.69
四国 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 50.0 0.0 7.25
九州 22 4.5 0.0 13.6 0.0 18.2 4.5 27.3 18.2 13.6 6.23
沖縄 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、①「耐震化を全て実施」が東京特別区で 72.2％と突出して高い割合である

一方、その他の自治体は 2 割台から 3 割台に止まった。また、①「耐震化を全て実施」と

②「耐震化対策を一部実施」を併せると、都道府県、政令市、東京特別区が顕著に高い割

合だった。 

 

 

 耐震化を一部実施している耐震化比率の平均値では、都道府県と政令市が若干高めであ

った。 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 419 31.7 35.6 29.1 25.8 14.8 23.2
都道府県 44 29.5 72.7 54.5 31.8 13.6 22.7
政令市 19 21.1 63.2 31.6 31.6 31.6 26.3
中核市 33 21.2 54.5 30.3 18.2 12.1 15.2
特例市 24 37.5 37.5 37.5 25.0 16.7 25.0
一般市 281 31.0 25.6 23.1 24.6 14.2 24.2
区 18 72.2 33.3 44.4 38.9 11.1 16.7

自治体
種別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 133 0.8 3.0 9.0 2.3 15.0 11.3 18.8 25.6 14.3 6.50
都道府県 29 0.0 3.4 6.9 0.0 13.8 10.3 10.3 20.7 34.5 7.07
政令市 10 0.0 0.0 0.0 10.0 20.0 0.0 10.0 40.0 20.0 7.10
中核市 16 0.0 0.0 6.3 6.3 6.3 18.8 25.0 25.0 12.5 6.75
特例市 8 0.0 0.0 0.0 12.5 37.5 0.0 25.0 25.0 0.0 6.13
一般市 64 1.6 4.7 12.5 0.0 15.6 12.5 20.3 26.6 6.3 6.13
区 6 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 16.7 33.3 16.7 16.7 6.67

自治体
種別
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Ｑ１９．貴自治体が管理する小・中・高等学校の耐震化・老朽化対策の状況に該

当するものはどれですか。（複数選択可） 

 

 本設問は、防災上の配慮を要する者が利用する施設であるとともに、地域住民の応急避

難場所としての役割も有する小・中・高等学校の耐震化・老朽化対策の状況の確認を行っ

た。  

 結果は、①「耐震化を全て実施」が 40.9％、②「一部実施」が 55.3%で、①②併せて 96.2%

であった。また、これら以外の項目では、1 割半ばから 2 割半ばに止まった。 

 

 

  

  

① ② ③ ④ ⑤
耐震化対策を
すべて実施

耐震化対策を
一部実施
（　　　　　）割

通常の定期点
検を実施

施設諸元、耐
震化、老朽化
状況を台帳等
で把握

耐震化、老朽
化状況を踏ま
えた維持管理・
更新費を推計

選択肢

⑥

その他
（　　　　　　　　）

回答数 ％
全体 421 100.0

1 耐震化対策をすべて実施 172 40.9
2 耐震化対策を一部実施 233 55.3
3 通常の定期点検を実施 116 27.6
4 施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳等で把握 112 26.6

5
耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管理・更新
費を推計

67 15.9

6 その他 25 5.9

40.9

55.3

27.6

26.6

15.9

5.9

0% 20% 40% 60%

耐震化対策をすべて実施

耐震化対策を一部実施

通常の定期点検を実施

施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳

等で把握

耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管

理・更新費を推計

その他

n=421



56 
 

なお、耐震化を一部実施とした自治体では、耐震化比率の平均値が 7.87 割だった。 

 

 
 

  

回答数 ％
全体 224 100.0

1 １割 0 0.0
2 ２割 0 0.0
3 ３割 1 0.4
4 ４割 3 1.3
5 ５割 5 2.2
6 ６割 21 9.4
7 ７割 42 18.8
8 ８割 65 29.0
9 ９割 87 38.8

平均値 7.87

0.0

0.0

0.4

1.3

2.2

9.4

18.8

29.0

38.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１…

２…

３…

４…

５…

６…

７…

８…

９…

n=224
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

 耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値でも、顕著な差異は認められなか

った。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、①「耐震化をすべて実施」が、東海（63.6％）、南関東（62.4％）で 6 割超

の高い割合であった一方、北海道、中国、四国では 1 割未満に止まった。一方、①「耐震

化をすべて実施」と②「一部実施」を併せると、北海道（75％）を除く全ての地域が 9 割

以上であった。 

 
 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 421 40.9 55.3 27.6 26.6 15.9 5.9
防災対策推進地域 144 45.8 52.1 23.6 28.5 13.9 3.5
非防災対策推進地域 277 38.3 57.0 29.6 25.6 17.0 7.2

地域別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 224 0.0 0.0 0.4 1.3 2.2 9.4 18.8 29.0 38.8 7.87
防災対策推進地域 73 0.0 0.0 0.0 1.4 2.7 9.6 15.1 19.2 52.1 8.04
非防災対策推進地域 151 0.0 0.0 0.7 1.3 2.0 9.3 20.5 33.8 32.5 7.79

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 421 40.9 55.3 27.6 26.6 15.9 5.9
北海道 12 8.3 66.7 41.7 25.0 16.7 8.3
東北 30 36.7 60.0 33.3 20.0 6.7 3.3
北関東 48 27.1 72.9 33.3 18.8 14.6 0.0
南関東 101 62.4 32.7 23.8 22.8 12.9 10.9
東海 55 63.6 34.5 20.0 34.5 18.2 5.5
北陸 22 31.8 68.2 36.4 40.9 31.8 0.0
関西 72 31.9 66.7 23.6 30.6 16.7 4.2
中国 24 8.3 91.7 33.3 25.0 20.8 8.3
四国 13 7.7 84.6 23.1 15.4 15.4 7.7
九州 41 36.6 56.1 31.7 26.8 14.6 7.3
沖縄 3 33.3 33.3 33.3 66.7 33.3 0.0

地域
ブロック
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 耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値では、顕著な差異は認められなか

った。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、①「耐震化対策を全て実施」が東京特別区で 77.8％と突出して高い割合で

ある一方、都道府県で 20.5％、中核市で 18.2％に止まった。一方、①と②「一部実施」を

併せると、全ての自治体で 9 割超であった。 

 

 

 耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値では、東京特別区が 9.00 割で顕著

に高く、都道府県と政令市が 8 割前半台、それ以外の自治体が 7 割後半台であった。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 224 0.0 0.0 0.4 1.3 2.2 9.4 18.8 29.0 38.8 7.87
北海道 7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 28.6 14.3 42.9 7.86
東北 18 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 22.2 16.7 50.0 8.06
北関東 35 0.0 0.0 2.9 0.0 5.7 5.7 20.0 40.0 25.7 7.63
南関東 31 0.0 0.0 0.0 3.2 3.2 9.7 25.8 19.4 38.7 7.71
東海 19 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 5.3 15.8 73.7 8.58
北陸 13 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 15.4 46.2 30.8 8.00
関西 45 0.0 0.0 0.0 2.2 2.2 11.1 8.9 26.7 48.9 8.02
中国 22 0.0 0.0 0.0 0.0 4.5 22.7 27.3 27.3 18.2 7.32
四国 11 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 18.2 45.5 27.3 7.91
九州 22 0.0 0.0 0.0 4.5 0.0 0.0 27.3 36.4 31.8 7.86
沖縄 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 8.00

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 421 40.9 55.3 27.6 26.6 15.9 5.9
都道府県 44 20.5 75.0 63.6 45.5 18.2 20.5
政令市 19 47.4 52.6 47.4 36.8 26.3 15.8
中核市 33 18.2 78.8 39.4 36.4 21.2 0.0
特例市 24 29.2 62.5 33.3 29.2 25.0 8.3
一般市 283 44.9 51.2 18.0 21.2 13.4 3.9
区 18 77.8 22.2 38.9 33.3 16.7 0.0

自治体
種別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 224 0.0 0.0 0.4 1.3 2.2 9.4 18.8 29.0 38.8 7.87
都道府県 32 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1 9.4 40.6 46.9 8.31
政令市 10 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.0 10.0 60.0 8.30
中核市 24 0.0 0.0 0.0 0.0 4.2 8.3 29.2 37.5 20.8 7.63
特例市 15 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 6.7 20.0 33.3 33.3 7.80
一般市 139 0.0 0.0 0.7 2.2 2.2 12.2 18.7 26.6 37.4 7.76
区 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 9.00

自治体
種別
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Ｑ２０．貴自治体が管理する病院の耐震化・老朽化対策の状況に該当するものは

どれですか。（複数選択可） 

 

 本設問は、防災上の配慮を要する者が利用する施設である公立病院の耐震化・老朽化対

策の状況の確認を行った。  

結果は、①「耐震化対策をすべて実施」が 55.0%で、①と②「一部実施」を併せると、80.7%

であった。また、これら以外の項目では、1 割半ばから 2 割半ばに止まった。 

 

 

 

 

  

  

① ② ③ ④ ⑤
耐震化対策を
すべて実施

耐震化対策を
一部実施
（　　　　　）割

通常の定期点
検を実施

施設諸元、耐
震化、老朽化
状況を台帳等
で把握

耐震化、老朽
化状況を踏ま
えた維持管理・
更新費を推計

選択肢

⑥

その他
（　　　　　　　　）

回答数 ％
全体 222 100.0

1 耐震化対策をすべて実施 122 55.0
2 耐震化対策を一部実施 57 25.7
3 通常の定期点検を実施 58 26.1
4 施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳等で把握 51 23.0

5
耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管理・更新
費を推計

32 14.4

6 その他 31 14.0

55.0

25.7

26.1

23.0

14.4

14.0

0% 20% 40% 60%

耐震化対策をすべて実施

耐震化対策を一部実施

通常の定期点検を実施

施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳

等で把握

耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管

理・更新費を推計

その他

n=375
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なお、耐震化を一部実施とした自治体では、耐震化比率の平均値が 6.84 割だった。 

 

 
 

  

回答数 ％
全体 50 100.0

1 １割 0 0.0
2 ２割 2 4.0
3 ３割 4 8.0
4 ４割 1 2.0
5 ５割 7 14.0
6 ６割 3 6.0
7 ７割 6 12.0
8 ８割 16 32.0
9 ９割 11 22.0

平均値 6.84

0.0

4.0

8.0

2.0

14.0

6.0

12.0

32.0

22.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

１…

２…

３…

４…

５…

６…

７…

８…

９…

n=50
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、①「耐震化対策をすべて実施」で防災対策推進地域が高い割合であるが、

全体的には全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

 耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値では、顕著な差異は認められなか

った。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、①「耐震化対策をすべて実施」が東海で74.2％、北関東（66.7％）、北陸（64.7％）、

東北（61.5％）で 6 割台である一方、四国で 25.0％に止まった。一方、①と②「一部実施」

「耐震化対策をすべて実施」を併せると、四国を除く全ての地域が 7 割以上であった。 

 
 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 222 55.0 25.7 26.1 23.0 14.4 14.0
防災対策推進地域 87 62.1 21.8 25.3 18.4 12.6 9.2
非防災対策推進地域 135 50.4 28.1 26.7 25.9 15.6 17.0

地域別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 50 0.0 4.0 8.0 2.0 14.0 6.0 12.0 32.0 22.0 6.84
防災対策推進地域 18 0.0 5.6 5.6 5.6 11.1 0.0 22.2 33.3 16.7 6.78
非防災対策推進地域 32 0.0 3.1 9.4 0.0 15.6 9.4 6.3 31.3 25.0 6.88

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 222 55.0 25.7 26.1 23.0 14.4 14.0
北海道 10 40.0 30.0 50.0 20.0 0.0 0.0
東北 26 61.5 23.1 34.6 15.4 3.8 11.5
北関東 21 66.7 14.3 23.8 23.8 9.5 9.5
南関東 23 34.8 39.1 30.4 17.4 30.4 21.7
東海 31 74.2 19.4 22.6 19.4 16.1 3.2
北陸 17 64.7 29.4 29.4 29.4 35.3 5.9
関西 46 56.5 26.1 15.2 19.6 15.2 15.2
中国 15 40.0 33.3 40.0 40.0 20.0 26.7
四国 8 25.0 25.0 12.5 37.5 0.0 25.0
九州 23 52.2 26.1 26.1 30.4 4.3 17.4
沖縄 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

地域
ブロック
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耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値では、全体の母数が少ないが、全

国平均に比して北海道（4.33 割）、九州（5.60 割）で低い割合だった。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、①「耐震化対策をすべて実施」が、特例市で 68.4％である一方、政令市で

35.7％に止まった。一方、①「耐震化対策をすべて実施」と②「一部実施」を併せると、政

令市、都道府県で 9 割台であり、それ以外の自治体では 7 割半ばから 8 割強であった。 

 

 

 耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値では、都道府県、政令市が 7 割台

である一方、それ以外の自治体では 6 割台だった。 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 50 0.0 4.0 8.0 2.0 14.0 6.0 12.0 32.0 22.0 6.84
北海道 3 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 4.33
東北 5 0.0 0.0 0.0 0.0 60.0 0.0 20.0 20.0 0.0 6.00
北関東 3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 0.0 33.3 7.00
南関東 8 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 62.5 12.5 6.88
東海 6 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 16.7 50.0 16.7 7.17
北陸 5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 0.0 20.0 40.0 7.60
関西 9 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 22.2 33.3 33.3 7.78
中国 4 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 50.0 25.0 7.25
四国 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 7.50
九州 5 0.0 0.0 20.0 0.0 40.0 20.0 0.0 0.0 20.0 5.60
沖縄 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 222 55.0 25.7 26.1 23.0 14.4 14.0
都道府県 37 51.4 40.5 32.4 32.4 18.9 18.9
政令市 14 35.7 57.1 50.0 28.6 28.6 7.1
中核市 26 46.2 34.6 26.9 23.1 15.4 7.7
特例市 19 68.4 15.8 26.3 15.8 15.8 21.1
一般市 126 57.9 17.5 21.4 20.6 11.1 13.5
区 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自治体
種別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 50 0.0 4.0 8.0 2.0 14.0 6.0 12.0 32.0 22.0 6.84
都道府県 12 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3 8.3 33.3 41.7 7.92
政令市 7 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 0.0 0.0 42.9 28.6 7.29
中核市 7 0.0 14.3 0.0 0.0 14.3 14.3 14.3 14.3 28.6 6.57
特例市 3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0 6.33
一般市 21 0.0 4.8 19.0 0.0 14.3 4.8 9.5 38.1 9.5 6.24
区 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00

自治体
種別
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Ｑ２１．貴自治体が管理する社会福祉施設の耐震化・老朽化対策の状況に該当す

るものはどれですか。（複数選択可） 

 

 本設問は、前問と同様の趣旨から、社会福祉施設の耐震化・老朽化対策の状況の確認を

行った。 

結果は、①「全て実施」が 32.7%であり、①と②「一部実施」を併せて 78.0%だった。

また、それ以外の項目では、③「通常の定期点検を実施」が 31.2％で、④「施設諸元、耐

震化、老朽化状況を台帳等で把握」が 24.9%、⑤「耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管

理・更新費を推計」が 12.3%に止まった。 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
耐震化対策を
すべて実施

耐震化対策を
一部実施
（　　　　　）割

通常の定期点
検を実施

施設諸元、耐
震化、老朽化
状況を台帳等
で把握

耐震化、老朽
化状況を踏ま
えた維持管理・
更新費を推計

選択肢

⑥

その他
（　　　　　　　　）

回答数 ％
全体 413 100.0

1 耐震化対策をすべて実施 135 32.7
2 耐震化対策を一部実施 187 45.3
3 通常の定期点検を実施 129 31.2
4 施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳等で把握 103 24.9

5
耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管理・更新
費を推計

51 12.3

6 その他 49 11.9

32.7

45.3

31.2

24.9

12.3

11.9

0% 20% 40% 60%

耐震化対策をすべて実施

耐震化対策を一部実施

通常の定期点検を実施

施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳

等で把握

耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管

理・更新費を推計

その他

n=413
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 なお、耐震化を一部実施とした自治体の耐震化比率の平均値は 6.69 割だった。 

 

 
  

回答数 ％
全体 169 100.0

1 １割 3 1.8
2 ２割 9 5.3
3 ３割 8 4.7
4 ４割 11 6.5
5 ５割 20 11.8
6 ６割 15 8.9
7 ７割 20 11.8
8 ８割 35 20.7
9 ９割 48 28.4

平均値 6.69

1.8

5.3

4.7

6.5

11.8

8.9

11.8

20.7

28.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１…

２…

３…

４…

５…

６…

７…

８…

９…

n=169
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

 耐震化を一部実施とした自治体の耐震化比率の平均値は、防災対策推進地域で若干高い

ものの、顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

 本区分では、地域間のばらつきがあり、具体的には、①「すべて実施」が南関東で 41.4％

である一方、四国で 15.4％に止まり、①と②「一部実施」を併せると南関東、東海、北陸、

中国で 8 割台である一方、東北、四国が 6 割台であった。 

 
 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 413 32.7 45.3 31.2 24.9 12.3 11.9
防災対策推進地域 141 30.5 44.7 27.0 22.7 14.9 11.3
非防災対策推進地域 272 33.8 45.6 33.5 26.1 11.0 12.1

地域別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 169 1.8 5.3 4.7 6.5 11.8 8.9 11.8 20.7 28.4 6.69
防災対策推進地域 57 1.8 3.5 3.5 5.3 8.8 5.3 15.8 24.6 31.6 7.07
非防災対策推進地域 112 1.8 6.3 5.4 7.1 13.4 10.7 9.8 18.8 26.8 6.50

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 413 32.7 45.3 31.2 24.9 12.3 11.9
北海道 11 27.3 45.5 54.5 27.3 0.0 0.0
東北 30 36.7 30.0 36.7 23.3 10.0 6.7
北関東 47 23.4 48.9 31.9 23.4 8.5 17.0
南関東 99 41.4 43.4 31.3 21.2 10.1 11.1
東海 54 37.0 46.3 24.1 27.8 16.7 7.4
北陸 22 31.8 54.5 54.5 40.9 27.3 9.1
関西 71 25.4 46.5 28.2 25.4 15.5 16.9
中国 23 34.8 52.2 26.1 34.8 4.3 13.0
四国 13 15.4 46.2 30.8 23.1 0.0 7.7
九州 40 32.5 45.0 25.0 17.5 17.5 15.0
沖縄 3 33.3 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

地域
ブロック
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耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値は、地域毎にばらつきがあり、四国

が 8.20 割である一方、中国が 3.90％に止まった。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、①「すべて実施」が都道府県で 50.0％、東京特別区で 41.2％である一方、

中核市は 12.1％に止まり、①と②「一部実施」を併せると、都道府県、政令市、東京特別

区で 9 割台、中核市で 8 割台、特例市、一般市で 7 割台だった。 

 

 

耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値は、東京特別区、政令市、特例市

で 8 割台である一方、一般市で 6.12 割に止まった。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 169 1.8 5.3 4.7 6.5 11.8 8.9 11.8 20.7 28.4 6.69
北海道 4 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 6.25
東北 8 0.0 0.0 12.5 12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 12.5 5.88
北関東 23 0.0 4.3 0.0 8.7 13.0 21.7 21.7 8.7 21.7 6.57
南関東 38 0.0 2.6 5.3 2.6 13.2 7.9 5.3 26.3 36.8 7.24
東海 25 0.0 4.0 0.0 0.0 8.0 0.0 16.0 28.0 44.0 7.80
北陸 10 0.0 10.0 0.0 0.0 10.0 10.0 20.0 20.0 30.0 7.00
関西 28 3.6 7.1 3.6 10.7 10.7 10.7 7.1 25.0 21.4 6.32
中国 10 10.0 30.0 10.0 20.0 10.0 0.0 10.0 0.0 10.0 3.90
四国 5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 40.0 40.0 8.20
九州 17 5.9 0.0 11.8 5.9 17.6 11.8 11.8 23.5 11.8 6.00
沖縄 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 9.00

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 413 32.7 45.3 31.2 24.9 12.3 11.9
都道府県 44 50.0 47.7 34.1 27.3 13.6 2.3
政令市 19 21.1 73.7 57.9 36.8 31.6 10.5
中核市 33 12.1 69.7 27.3 33.3 18.2 9.1
特例市 24 37.5 33.3 45.8 25.0 16.7 12.5
一般市 276 32.2 40.6 27.5 22.5 9.8 14.1
区 17 41.2 52.9 41.2 29.4 11.8 5.9

自治体
種別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 169 1.8 5.3 4.7 6.5 11.8 8.9 11.8 20.7 28.4 6.69
都道府県 20 0.0 15.0 5.0 5.0 0.0 5.0 5.0 25.0 40.0 6.90
政令市 12 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0 16.7 16.7 58.3 8.17
中核市 20 5.0 0.0 5.0 5.0 5.0 5.0 25.0 15.0 35.0 7.05
特例市 8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 12.5 37.5 37.5 8.00
一般市 100 2.0 6.0 6.0 9.0 18.0 12.0 11.0 19.0 17.0 6.12
区 9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 8.67

自治体
種別
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Ｑ２２．貴自治体が管理する社会教育施設（図書館、博物館、公民館）の耐震化・

老朽化対策の状況に該当するものはどれですか。（複数選択可） 

 

 本設問は、不特定多数の住民が利用する社会教育施設の耐震化・老朽化対策の状況の確

認を行った。 

結果は、①「全て実施」が 29.3%で、①と②「一部実施」を併せると 78.8%であった。

それ以外の項目では、③「通常の定期点検を実施」が 34.5％で、④「施設諸元、耐震化、

老朽化状況を台帳等で把握」が 26.7%、⑤「耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管理・更

新費を推計」が 16.0%に止まった。 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤
耐震化対策を
すべて実施

耐震化対策を
一部実施
（　　　　　）割

通常の定期点
検を実施

施設諸元、耐
震化、老朽化
状況を台帳等
で把握

耐震化、老朽
化状況を踏ま
えた維持管理・
更新費を推計

選択肢

⑥

その他
（　　　　　　　　）

回答数 ％
全体 420 100.0

1 耐震化対策をすべて実施 123 29.3
2 耐震化対策を一部実施 208 49.5
3 通常の定期点検を実施 145 34.5
4 施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳等で把握 112 26.7

5
耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管理・更新
費を推計

67 16.0

6 その他 44 10.5

29.3

49.5

34.5

26.7

16.0

10.5

0% 20% 40% 60%

耐震化対策をすべて実施

耐震化対策を一部実施

通常の定期点検を実施

施設諸元、耐震化、老朽化状況を台帳

等で把握

耐震化、老朽化状況を踏まえた維持管

理・更新費を推計

その他

n=420
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なお、耐震化を一部実施とした自治体の耐震化比率の平均値は 6.94 割だった。 

 

 

回答数 ％
全体 190 100.0

1 １割 4 2.1
2 ２割 4 2.1
3 ３割 5 2.6
4 ４割 9 4.7
5 ５割 19 10.0
6 ６割 25 13.2
7 ７割 33 17.4
8 ８割 40 21.1
9 ９割 51 26.8

平均値 6.94

2.1

2.1

2.6

4.7

10.0

13.2

17.4

21.1

26.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１…

２…

３…

４…

５…

６…

７…

８…

９…

n=190
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値は、顕著な差異は認められなかっ

た。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、①「耐震化対策をすべて実施」が平均値以上となったのは東海、南関東で 4

割台である一方、北陸で 1 割未満であり、①と②「耐震化対策を一部実施」を併せると、

北関東、南関東、東海、九州で 8 割台である一方、北海道、東北、四国が 6 割台だった。 

 
 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 420 29.3 49.5 34.5 26.7 16.0 10.5
防災対策推進地域 143 26.6 50.3 32.2 26.6 16.8 7.7
非防災対策推進地域 277 30.7 49.1 35.7 26.7 15.5 11.9

地域別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 190 2.1 2.1 2.6 4.7 10.0 13.2 17.4 21.1 26.8 6.94
防災対策推進地域 69 2.9 5.8 1.4 4.3 7.2 8.7 13.0 21.7 34.8 7.03
非防災対策推進地域 121 1.7 0.0 3.3 5.0 11.6 15.7 19.8 20.7 22.3 6.88

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 420 29.3 49.5 34.5 26.7 16.0 10.5
北海道 12 16.7 50.0 58.3 41.7 16.7 0.0
東北 30 20.0 40.0 33.3 23.3 13.3 16.7
北関東 48 27.1 54.2 33.3 22.9 12.5 6.3
南関東 101 43.6 42.6 33.7 21.8 14.9 12.9
東海 54 48.1 38.9 31.5 31.5 20.4 9.3
北陸 22 9.1 68.2 45.5 27.3 22.7 4.5
関西 72 15.3 58.3 26.4 22.2 15.3 11.1
中国 24 12.5 62.5 41.7 37.5 12.5 16.7
四国 13 23.1 38.5 38.5 30.8 15.4 7.7
九州 41 31.7 53.7 36.6 34.1 19.5 9.8
沖縄 3 0.0 33.3 66.7 33.3 0.0 0.0

地域
ブロック
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耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値は、地域間でばらつきがあり、東

海で 8.38 割である一方、北海道、四国が 5 割台に止まった。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、①「耐震化対策をすべて実施」が東京特別区で 72.2％と顕著に高い一方、

中核市、特例市で 1 割台に止まり、①と②「耐震化対策を一部実施」を併せると、政令市、

東京特別区で 9 割台である一方、特例市、一般市で 7 割台に止まった。 

 

 

 耐震化を一部実施している自治体の耐震化率の平均値は、東京特別区が 8.00 割で高く、

それ以外の自治体では 6 割後半から 7 割前半であった。 

 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 190 2.1 2.1 2.6 4.7 10.0 13.2 17.4 21.1 26.8 6.94
北海道 5 0.0 0.0 20.0 0.0 20.0 20.0 40.0 0.0 0.0 5.60
東北 10 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 20.0 40.0 10.0 20.0 7.00
北関東 25 0.0 0.0 4.0 8.0 12.0 16.0 24.0 24.0 12.0 6.68
南関東 38 2.6 0.0 5.3 2.6 13.2 7.9 18.4 21.1 28.9 7.00
東海 21 0.0 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 66.7 8.38
北陸 12 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 8.3 25.0 25.0 16.7 7.00
関西 39 0.0 5.1 2.6 10.3 10.3 10.3 17.9 25.6 17.9 6.64
中国 13 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 46.2 15.4 0.0 30.8 6.69
四国 5 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 40.0 5.60
九州 21 0.0 4.8 0.0 4.8 14.3 19.0 9.5 19.0 28.6 6.90
沖縄 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 8.00

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6

回答数
耐震化対
策をすべ
て実施

耐震化対
策を一部
実施

通常の定
期点検を
実施

施設諸
元、耐震
化、老朽
化状況を
台帳等で
把握

耐震化、
老朽化状
況を踏ま
えた維持
管理・更
新費を推
計

その他

全体 420 29.3 49.5 34.5 26.7 16.0 10.5
都道府県 44 40.9 47.7 59.1 43.2 25.0 18.2
政令市 19 26.3 68.4 57.9 36.8 31.6 10.5
中核市 33 18.2 63.6 24.2 21.2 18.2 12.1
特例市 24 12.5 62.5 33.3 12.5 20.8 20.8
一般市 282 27.7 47.5 29.8 25.2 13.1 8.2
区 18 72.2 22.2 44.4 27.8 11.1 11.1

自治体
種別

1 2 3 4 5 6 7 8 9

回答数 １割 ２割 ３割 ４割 ５割 ６割 ７割 ８割 ９割 平均値

全体 190 2.1 2.1 2.6 4.7 10.0 13.2 17.4 21.1 26.8 6.94
都道府県 20 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 25.0 20.0 30.0 20.0 7.35
政令市 12 0.0 16.7 0.0 0.0 8.3 8.3 16.7 8.3 41.7 6.83
中核市 18 5.6 5.6 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 33.3 38.9 7.33
特例市 14 0.0 0.0 0.0 7.1 0.0 14.3 21.4 42.9 14.3 7.36
一般市 122 2.5 0.8 4.1 6.6 13.9 11.5 18.9 15.6 26.2 6.74
区 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 50.0 25.0 8.00

自治体
種別
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Ｑ２３．貴自治体が管理する施設・インフラの維持管理・更新費に係る資金調達

やコスト削減のあり方として特に重要と考えるものを３つ選んでください。 

 

 本設問は、老朽化した公的施設・インフラの維持管理・更新が社会的課題となっている

ことから、これに係る資金調達やコスト削減のあり方として自治体が重要と考える事項の

確認を行った。 

結果は、③「優先順位づけ」が 80.9％と最も高い割合であり、次いで⑤「国の財政支援

制度拡充」75.6％、①「既存の国の支援メニューと自主財源の範囲内で対応」56.5％であっ

た。一方、②「入札契約制度の見直し」、⑤「PPP・PFI 等、民間活力の導入を検討」は 2

割強に止まった。 

 

 
 

① ② ③ ④ ⑤
既存の国の支
援メニューと自
主財源の範囲
内で対応。

複数業務（点
検、維持、修繕
等）、複数年契
約等の入札契
約制度の見直
し

防災対策・老朽
化対策上の優
先順位を付け
て優先度の高
いものに重点
化

PPP・PFI等、民
間活力の導入
を検討。

国の財政支援
制度の拡充を
期待。

その他
（　　　　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 418 100.0

1
既存の国の支援メニューと自主財源の範囲内で
対応

236 56.5

2
複数業務（点検、維持、修繕等）、複数年契約等
の入札契約制度の見直し

87 20.8

3
防災対策・老朽化対策上の優先順位を付けて優
先度の高いものに重点化

338 80.9

4 PPP・PFI等、民間活力の導入を検討 100 23.9
5 国の財政支援制度の拡充を期待 316 75.6
6 その他 34 8.1

56.5

20.8

80.9

23.9

75.6

8.1

0% 50% 100%

既存の国の支援メニューと自主財源の

範囲内で対応

複数業務（点検、維持、修繕等）、複数

年契約等の入札契約制度の見直し

防災対策・老朽化対策上の優先順位を

付けて優先度の高いものに重点化

PPP・PFI等、民間活力の導入を検討

国の財政支援制度の拡充を期待

その他

n=418
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、項目毎にばらつきがあり、③「防災対策・老朽化対策上の優先順位を付け

て優先度の高いものに重点化」が北陸で 95.5％である一方、東北が 70.0％に止まり、⑤「国

の財政支援制度の拡充を期待」が南関東、東海で 6 割台で低い一方、北海道で 10 割に及ん

だ。また、④「PPP・PFI 等、民間活力の導入を検討」が、南関東で 35.6％と顕著に高い

割合であった。 

 
 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

既存の国
の支援メ
ニューと
自主財源
の範囲内
で対応

複数業務
（点検、維
持、修繕
等）、複数
年契約等
の入札契
約制度の
見直し

防災対
策・老朽
化対策上
の優先順
位を付け
て優先度
の高いも
のに重点
化

PPP・PFI
等、民間
活力の導
入を検討

国の財政
支援制度
の拡充を
期待

その他

全体 418 56.5 20.8 80.9 23.9 75.6 8.1
防災対策推進地域 143 58.0 19.6 84.6 24.5 79.7 5.6
非防災対策推進地域 275 55.6 21.5 78.9 23.6 73.5 9.5

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数

既存の国
の支援メ
ニューと
自主財源
の範囲内
で対応

複数業務
（点検、維
持、修繕
等）、複数
年契約等
の入札契
約制度の
見直し

防災対
策・老朽
化対策上
の優先順
位を付け
て優先度
の高いも
のに重点
化

PPP・PFI
等、民間
活力の導
入を検討

国の財政
支援制度
の拡充を
期待

その他

全体 418 56.5 20.8 80.9 23.9 75.6 8.1
北海道 12 33.3 33.3 75.0 16.7 100.0 0.0
東北 30 60.0 26.7 70.0 20.0 73.3 13.3
北関東 47 68.1 23.4 76.6 14.9 76.6 6.4
南関東 101 49.5 18.8 82.2 35.6 66.3 8.9
東海 55 58.2 23.6 81.8 16.4 69.1 9.1
北陸 22 72.7 18.2 95.5 18.2 81.8 4.5
関西 71 53.5 23.9 80.3 25.4 81.7 9.9
中国 24 58.3 12.5 87.5 20.8 83.3 12.5
四国 12 75.0 8.3 83.3 25.0 75.0 0.0
九州 41 53.7 17.1 80.5 22.0 80.5 4.9
沖縄 3 33.3 0.0 66.7 33.3 100.0 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、③「防災対策・老朽化対策上の優先順位を付けて優先度の高いものに重点

化」が東京特別区で 94.1％である一方、都道府県、政令市、中核市で 7 割台に止まり、⑤

「国の財政支援制度の拡充を期待」が中核市、特例市で 8 割台と高かった。また、④が、

東京特別区（58.8％）、政令市（57.9％）で 5 割後半で顕著に高い割合だった。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

既存の国
の支援メ
ニューと
自主財源
の範囲内
で対応

複数業務
（点検、維
持、修繕
等）、複数
年契約等
の入札契
約制度の
見直し

防災対
策・老朽
化対策上
の優先順
位を付け
て優先度
の高いも
のに重点
化

PPP・PFI
等、民間
活力の導
入を検討

国の財政
支援制度
の拡充を
期待

その他

全体 418 56.5 20.8 80.9 23.9 75.6 8.1
都道府県 43 44.2 23.3 74.4 11.6 69.8 30.2
政令市 19 31.6 21.1 78.9 57.9 68.4 31.6
中核市 33 51.5 15.2 78.8 30.3 84.8 3.0
特例市 24 50.0 20.8 83.3 29.2 87.5 4.2
一般市 282 62.4 21.6 81.2 20.2 76.2 3.2
区 17 35.3 11.8 94.1 58.8 52.9 23.5

自治体
種別
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Ｑ２４．現時点（平成 25 年度予算や総合計画等）で、大規模地震又は津波災害に

対する防災対策を実施する上で、どのような施設・インフラの整備・管理を優先

することとしていますか。（複数選択可） 

 

 本設問は、限られた財源の中で防災対策もメリハリを付ける必要性があると考えられる

ため、自治体の施設・インフラの整備・管理に当たっての優先付けの考え方の確認を行っ

た。 

 結果は、①「自治体が管理する庁舎・防災拠点など自治体の業務継続に関わる施設・イ

ンフラ」（47.7％）、③「災害弱者が利用する学校や病院などの施設・インフラ」（41.2％）

が 4 割台で高く、次いで④「住民の避難路や避難場所など避難関連の施設・インフラ」38.6％

であった。一方、⑤「地域経済の中核となる大規模事業所・工場などに不可欠な産業関連

の施設・インフラ」が 1.7％と非常に低い割合であった。また、⑦「順位付け困難」も 41.7％

と高い割合であった。 

 

① ② ③ ④ ⑤
自治体が管理
する庁舎・防災
拠点など自治
体の業務継続
に関わる施設・
インフラ

住民の日常生
活に不可欠な
上下水道など
の生活関連の
施設・インフラ

災害弱者が利
用する学校や
病院などの施
設・インフラ

住民の避難路
や避難場所な
ど避難関連の
施設・インフラ

地域経済の中
核となる大規模
事業所・工場な
どに不可欠な
産業関連の施
設・インフラ

自治体が管理
する図書館、博
物館、公民館
などの社会教
育関連の施設・
インフラ

順位付けを行う
ことは難しい

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 415 100.0

1
自治体が管理する庁舎・防災拠点など自治体の
業務継続に関わる施設・インフラ

198 47.7

2
住民の日常生活に不可欠な上下水道などの生
活関連の施設・インフラ

123 29.6

3
災害弱者が利用する学校や病院などの施設・イ
ンフラ

171 41.2

4
住民の避難路や避難場所など避難関連の施
設・インフラ

160 38.6

5
地域経済の中核となる大規模事業所・工場など
に不可欠な産業関連の施設・インフラ

7 1.7

6
自治体が管理する図書館、博物館、公民館など
の社会教育関連の施設・インフラ

34 8.2

7 順位付けを行うことは難しい 173 41.7
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、防災対策推進地域の方が、①「自治体が管理する庁舎・防災拠点など自治

体の業務継続に関わる施設・インフラ」で 60.4％と顕著に高い割合で、⑦「順位付けを行

うことは難しい」で 30.6％と低い割合だった。 

 

 

 

  

47.7

29.6

41.2

38.6

1.7

8.2

41.7

0% 20% 40% 60%

自治体が管理する庁舎・防災拠点など自治体の

業務継続に関わる施設・インフラ

住民の日常生活に不可欠な上下水道などの生活

関連の施設・インフラ

災害弱者が利用する学校や病院などの施設・イン

フラ

住民の避難路や避難場所など避難関連の施設・

インフラ

地域経済の中核となる大規模事業所・工場などに

不可欠な産業関連の施設・インフラ

自治体が管理する図書館、博物館、公民館など

の社会教育関連の施設・インフラ

順位付けを行うことは難しい

n=415

1 2 3 4 5 6 7

回答数

自治体が
管理する
庁舎・防
災拠点な
ど自治体
の業務継
続に関わ
る施設・イ
ンフラ

住民の日
常生活に
不可欠な
上下水道
などの生
活関連の
施設・イン
フラ

災害弱者
が利用す
る学校や
病院など
の施設・
インフラ

住民の避
難路や避
難場所な
ど避難関
連の施
設・インフ
ラ

地域経済
の中核と
なる大規
模事業
所・工場
などに不
可欠な産
業関連の
施設・イン
フラ

自治体が
管理する
図書館、
博物館、
公民館な
どの社会
教育関連
の施設・
インフラ

順位付け
を行うこと
は難しい

全体 415 47.7 29.6 41.2 38.6 1.7 8.2 41.7
防災対策推進地域 144 60.4 38.2 47.9 42.4 2.8 9.7 30.6
非防災対策推進地域 271 41.0 25.1 37.6 36.5 1.1 7.4 47.6

地域別
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（２） ブロック別 

本区分では、項目毎にばらつきがあり、①「自治体が管理する庁舎・防災拠点など自治

体の業務継続に関わる施設・インフラ」が東海で 75.9％と突出して高く、⑦「順位付けを

行うことは難しい」で東海が 22.2％と顕著に低い割合だった。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、①「自治体が管理する庁舎・防災拠点など自治体の業務継続に関わる施設・

インフラ」が中核市、東京特別区で 6 割程度と高い割合であり、③「災害弱者が利用する

学校や病院などの施設・インフラ」及び④「住民の避難路や避難場所など避難関連の施設・

インフラ」が東京特別区で高い割合であり、⑦「順位付けを行うことは難しい」が政令市

で 72.2％、都道府県が 61.9％と顕著に高い割合だった。 

 
 

 

 

  

1 2 3 4 5 6 7

回答数

自治体が
管理する
庁舎・防
災拠点な
ど自治体
の業務継
続に関わ
る施設・イ
ンフラ

住民の日
常生活に
不可欠な
上下水道
などの生
活関連の
施設・イン
フラ

災害弱者
が利用す
る学校や
病院など
の施設・
インフラ

住民の避
難路や避
難場所な
ど避難関
連の施
設・インフ
ラ

地域経済
の中核と
なる大規
模事業
所・工場
などに不
可欠な産
業関連の
施設・イン
フラ

自治体が
管理する
図書館、
博物館、
公民館な
どの社会
教育関連
の施設・
インフラ

順位付け
を行うこと
は難しい

全体 415 47.7 29.6 41.2 38.6 1.7 8.2 41.7
北海道 12 25.0 25.0 25.0 41.7 8.3 8.3 58.3
東北 30 36.7 36.7 46.7 46.7 3.3 10.0 46.7
北関東 48 43.8 18.8 37.5 29.2 0.0 6.3 43.8
南関東 99 46.5 27.3 38.4 44.4 1.0 10.1 45.5
東海 54 75.9 46.3 59.3 46.3 3.7 13.0 22.2
北陸 21 52.4 33.3 42.9 38.1 0.0 9.5 42.9
関西 72 44.4 27.8 38.9 31.9 0.0 6.9 43.1
中国 24 41.7 29.2 54.2 20.8 0.0 0.0 45.8
四国 13 38.5 23.1 38.5 46.2 7.7 7.7 46.2
九州 39 46.2 25.6 25.6 38.5 2.6 5.1 38.5
沖縄 3 0.0 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0 66.7

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6 7

回答数

自治体が
管理する
庁舎・防
災拠点な
ど自治体
の業務継
続に関わ
る施設・イ
ンフラ

住民の日
常生活に
不可欠な
上下水道
などの生
活関連の
施設・イン
フラ

災害弱者
が利用す
る学校や
病院など
の施設・
インフラ

住民の避
難路や避
難場所な
ど避難関
連の施
設・インフ
ラ

地域経済
の中核と
なる大規
模事業
所・工場
などに不
可欠な産
業関連の
施設・イン
フラ

自治体が
管理する
図書館、
博物館、
公民館な
どの社会
教育関連
の施設・
インフラ

順位付け
を行うこと
は難しい

全体 415 47.7 29.6 41.2 38.6 1.7 8.2 41.7
都道府県 42 33.3 21.4 35.7 33.3 0.0 2.4 61.9
政令市 18 27.8 22.2 27.8 27.8 0.0 0.0 72.2
中核市 33 60.6 33.3 42.4 48.5 3.0 9.1 33.3
特例市 24 54.2 37.5 41.7 50.0 4.2 12.5 33.3
一般市 283 48.4 31.1 42.0 36.7 1.8 8.8 38.5
区 15 60.0 13.3 53.3 60.0 0.0 13.3 40.0

自治体
種別
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Ｑ２５．上記防災対策の優先順位を決める上で困難と感じることはどれですか。

（複数選択可） 

 

 本設問は、前問の優先順位づけを決定する上で困難と感じる事項の確認を行った。 

 結果は、②「全てが重要で優先順位が付けは困難」が 81.4％に及んだ。 

 

 

 

（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
  

 

  

① ② ③ ④ ⑤
住民や民間企
業等地域の合
意形成を図るこ
とが困難

全てが重要で
優先順位付け
は困難

その他
（　　　　　　　　）

選択肢

⑥

回答数 ％
全体 388 100.0

1
住民や民間企業等地域の合意形成を図ること
が困難

65 16.8

2 全てが重要で優先順位付けは困難 316 81.4
3 その他 34 8.8

16.8

81.4

8.8

0% 50% 100%

住民や民間企業等地域の合意形成を

図ることが困難

全てが重要で優先順位付けは困難

その他

n=388

1 2 3

回答数

住民や民
間企業等
地域の合
意形成を
図ること
が困難

全てが重
要で優先
順位付け
は困難

その他

全体 388 16.8 81.4 8.8
防災対策推進地域 134 21.6 78.4 9.0
非防災対策推進地域 254 14.2 83.1 8.7

地域別
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（２） ブロック別 

本区分でも、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

（３） 自治体種別 

本区分でも、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。なお、①で都道府県が

2.5％と低い割合だった。 

 

 

 

 

  

1 2 3

回答数

住民や民
間企業等
地域の合
意形成を
図ること
が困難

全てが重
要で優先
順位付け
は困難

その他

全体 388 16.8 81.4 8.8
北海道 11 9.1 81.8 9.1
東北 28 25.0 67.9 10.7
北関東 42 11.9 81.0 9.5
南関東 96 16.7 81.3 5.2
東海 51 19.6 82.4 5.9
北陸 19 10.5 89.5 5.3
関西 68 14.7 82.4 13.2
中国 24 20.8 83.3 12.5
四国 13 15.4 84.6 7.7
九州 33 21.2 81.8 12.1
沖縄 3 0.0 100.0 0.0

地域
ブロック

1 2 3

回答数

住民や民
間企業等
地域の合
意形成を
図ること
が困難

全てが重
要で優先
順位付け
は困難

その他

全体 388 16.8 81.4 8.8
都道府県 40 2.5 90.0 17.5
政令市 18 27.8 83.3 5.6
中核市 27 29.6 66.7 14.8
特例市 22 27.3 72.7 9.1
一般市 264 15.9 81.8 7.6
区 17 17.6 88.2 0.0

自治体
種別
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４．幅広い主体との連携体制関係 

Ｑ２６．大規模地震又は津波災害への対応のために行っている、他の自治体との

広域的な連携の取組みは何ですか。（複数選択可） 

 
 東日本大震災のような広域かつ大規模な被害が発生する災害では、被災自治体がその全

部又は大部分の事務を行うことができなくなることが想定されるため、広域的な防災体制

の構築が求められる。平成 25 年 3 月の中央防災会議で取りまとめられた平成２５年度総合

防災訓練大綱（案）においても、国と自治体、広域ブロック内の自治体、行政と民間、分

野（業界）単位、地域単位など出来る限り多くの主体と連携した訓練の実施が推奨されて

いる。本設問は、大規模災害への対応として他の自治体との広域連携の取組み状況の確認

を行った。 

 結果は、①「災害時の相互応援協定の締結など協力関係の構築」が 98.1％である一方、

③「防災に関する協議会・検討会の開催」が 37.4％、②「合同の広域防災訓練の実施」が

28.7％に止まった。特に④「自治体相互間地域防災計画の策定」は 1.7％に止まり、実効的

な広域連携の観点から課題が見られた。 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
災害時の相互
応援協定の締
結など協力関
係の構築

合同の広域防
災訓練の実施

防災に関する
協議会・検討会
の開催

都道府県相互
間又は市町村
相互間地域防
災計画の策定

その他
（　　　　　）

選択肢

回答数 ％
全体 422 100.0

1
災害時の相互応援協定の締結など協力関係の
構築

414 98.1

2 合同の広域防災訓練の実施 121 28.7
3 防災に関する協議会・検討会の開催 158 37.4

4
都道府県相互間又は市町村相互間地域防災計
画の策定

21 5.0

5 その他 7 1.7

98.1

28.7

37.4

5.0

1.7

0% 50% 100%

災害時の相互応援協定の締結など協力

関係の構築

合同の広域防災訓練の実施

防災に関する協議会・検討会の開催

都道府県相互間又は市町村相互間地

域防災計画の策定

その他

n=422
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

（２） ブロック別 

本区分では、②「合同の広域防災訓練の実施」が四国（46.2％）、関西（44.4％）で 4 割

半ばと高い割合である一方、北海道で 8.3％と顕著に低い割合であり、また、③「防災に関

する協議会・検討会の開催」が四国で 69.2％、次いで東海（49.1％）、関西（44.4％）で 4

割台と高い割合である一方、東北で 13.3％と顕著に低い割合であった。 

  

1 2 3 4 5

回答数

災害時の
相互応援
協定の締
結など協
力関係の
構築

合同の広
域防災訓
練の実施

防災に関
する協議
会・検討
会の開催

都道府県
相互間又
は市町村
相互間地
域防災計
画の策定

その他

全体 422 98.1 28.7 37.4 5.0 1.7
防災対策推進地域 144 98.6 27.1 42.4 6.3 1.4
非防災対策推進地域 278 97.8 29.5 34.9 4.3 1.8

地域別

1 2 3 4 5

回答数

災害時の
相互応援
協定の締
結など協
力関係の
構築

合同の広
域防災訓
練の実施

防災に関
する協議
会・検討
会の開催

都道府県
相互間又
は市町村
相互間地
域防災計
画の策定

その他

全体 422 98.1 28.7 37.4 5.0 1.7
北海道 12 100.0 8.3 25.0 8.3 8.3
東北 30 100.0 20.0 13.3 0.0 0.0
北関東 48 100.0 18.8 29.2 2.1 0.0
南関東 102 98.0 25.5 40.2 3.9 2.0
東海 55 98.2 23.6 49.1 7.3 1.8
北陸 22 100.0 36.4 31.8 0.0 0.0
関西 72 95.8 44.4 44.4 5.6 1.4
中国 24 100.0 37.5 33.3 8.3 4.2
四国 13 100.0 46.2 69.2 23.1 0.0
九州 41 100.0 26.8 26.8 4.9 2.4
沖縄 3 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、②「合同の広域防災訓練の実施」が都道府県で 75.0％と突出して高い一方、

東京特別区で 11.1％、一般市で 21.1％に止まった。また、③「防災に関する協議会・検討

会の開催」が都道府県で 61.4％と顕著に高い割合である一方、それ以外の自治体が 3 割～4

割前半に止まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5

回答数

災害時の
相互応援
協定の締
結など協
力関係の
構築

合同の広
域防災訓
練の実施

防災に関
する協議
会・検討
会の開催

都道府県
相互間又
は市町村
相互間地
域防災計
画の策定

その他

全体 422 98.1 28.7 37.4 5.0 1.7
都道府県 44 97.7 75.0 61.4 4.5 4.5
政令市 19 100.0 47.4 42.1 5.3 0.0
中核市 33 100.0 27.3 42.4 3.0 0.0
特例市 24 100.0 33.3 37.5 4.2 0.0
一般市 284 97.5 21.1 32.4 5.6 1.8
区 18 100.0 11.1 44.4 0.0 0.0

自治体
種別
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Ｑ２７．①と回答した場合、どの分野で協力関係を構築していますか。（複数選択

可） 

 

 本設問は、前問で「災害時の相互応援協定の締結など協力関係の構築」と回答した自治

体の具体的な協力分野の確認を行った。 

 結果は、①「災害応急対策活動（消防、救助、保健衛生、応急復旧等の活動）に必要な

職員の派遣」（96.6％）及び③「物資（食料品・飲料水、医薬品等）の提供」（94.2％）がそ

れぞれ 9 割半ば達していた。次いで⑤「避難者の受け入れ」が 74.9％と顕著に高い割合で

あり、また、④「工事用の資機材の提供」が 52.6％であった。なお、②「事務職員など①

以外の職員の派遣」はゼロであった。 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
災害応急対策
活動（消防、救
助、保健衛生、
応急復旧等の
活動）に必要な
職員の派遣

事務職員など
①以外の職員
の派遣

物資（食料品・
飲料水、医薬
品等）の提供

工事用の資機
材の提供

避難者の受け
入れ

その他
（　　　　　）

選択肢

回答数 ％
全体 411 100.0

1
災害応急対策活動（消防、救助、保健衛生、応
急復旧等の活動）に必要な職員の派遣

397 96.6

2 事務職員など①以外の職員の派遣 0 0.0
3 物資（食料品・飲料水、医薬品等）の提供 387 94.2
4 工事用の資機材の提供 216 52.6
5 避難者の受け入れ 308 74.9
6 その他 42 10.2

96.6

0.0

94.2

52.6

74.9

10.2

0% 50% 100%

災害応急対策活動（消防、救助、保健衛生、

応急復旧等の活動）に必要な職員の派遣

事務職員など①以外の職員の派遣

物資（食料品・飲料水、医薬品等）の提供

工事用の資機材の提供

避難者の受け入れ

その他

n=411
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

（２） ブロック別 

 本区分では、①「災害応急対策活動（消防、救助、保健衛生、応急復旧等の活動）に必

要な職員の派遣」及び③「物資（食料品・飲料水、医薬品等）の提供」は全国傾向と同様

で顕著な差異は認められなかったものの、⑤「避難者の受け入れ」が関西で 63.8％と低い

割合だった。 

 

 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

災害応急
対策活動
（消防、救
助、保健
衛生、応
急復旧等
の活動）
に必要な
職員の派
遣

事務職員
など①以
外の職員
の派遣

物資（食
料品・飲
料水、医
薬品等）
の提供

工事用の
資機材の
提供

避難者の
受け入れ

その他

全体 411 96.6 0.0 94.2 52.6 74.9 10.2
防災対策推進地域 143 97.9 0.0 95.1 50.3 72.0 7.0
非防災対策推進地域 268 95.9 0.0 93.7 53.7 76.5 11.9

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数

災害応急
対策活動
（消防、救
助、保健
衛生、応
急復旧等
の活動）
に必要な
職員の派
遣

事務職員
など①以
外の職員
の派遣

物資（食
料品・飲
料水、医
薬品等）
の提供

工事用の
資機材の
提供

避難者の
受け入れ

その他

全体 411 96.6 0.0 94.2 52.6 74.9 10.2
北海道 12 91.7 0.0 91.7 41.7 100.0 8.3
東北 30 100.0 0.0 93.3 43.3 80.0 3.3
北関東 48 100.0 0.0 95.8 54.2 68.8 6.3
南関東 98 94.9 0.0 98.0 56.1 77.6 14.3
東海 55 96.4 0.0 96.4 54.5 80.0 9.1
北陸 22 86.4 0.0 100.0 63.6 72.7 13.6
関西 69 98.6 0.0 91.3 50.7 63.8 8.7
中国 23 100.0 0.0 91.3 39.1 73.9 17.4
四国 13 100.0 0.0 92.3 61.5 92.3 7.7
九州 40 95.0 0.0 85.0 52.5 72.5 10.0
沖縄 1 100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

 本区分でも、①「災害応急対策活動（消防、救助、保健衛生、応急復旧等の活動）に必

要な職員の派遣」及び③「物資（食料品・飲料水、医薬品等）の提供」は全国傾向と同様

で顕著な差異は認められなかったが、⑤「避難者の受け入れ」が都道府県で 85.7％、東京

特別区 82.4％と 8 割台と若干高い割合だった。 

 
 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

災害応急
対策活動
（消防、救
助、保健
衛生、応
急復旧等
の活動）
に必要な
職員の派
遣

事務職員
など①以
外の職員
の派遣

物資（食
料品・飲
料水、医
薬品等）
の提供

工事用の
資機材の
提供

避難者の
受け入れ

その他

全体 411 96.6 0.0 94.2 52.6 74.9 10.2
都道府県 42 97.6 0.0 90.5 61.9 85.7 16.7
政令市 19 100.0 0.0 100.0 63.2 78.9 10.5
中核市 33 100.0 0.0 97.0 60.6 75.8 9.1
特例市 24 95.8 0.0 95.8 58.3 70.8 16.7
一般市 276 96.0 0.0 93.5 48.9 72.8 8.0
区 17 94.1 0.0 100.0 52.9 82.4 23.5

自治体
種別
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Ｑ２８．大規模地震又は津波災害への対応のため、企業、団体（協会・組合）、Ｎ

ＰＯ等の民間機関と応援協定を締結している分野は何ですか。（複数選択可） 

 

 本設問では、大規模災害時の対応において民間企業・団体等との協力体制を構築してお

くことが必要との観点から、自治体と民間機関との応援協定の締結状況の確認を行った。 

結果は、①「物資（食料品・飲料水、医薬品、燃料等）」が 98.3％、④「災害復旧」が

89.8％と非常に高い割合だった。また、②「輸送」（71.3％）、⑤「放送・報道」（69.7％）、

③「救急・救護」（68.2％）も 7 割前後の高い割合であった。一方、⑥「避難者又は帰宅困

難者の受け入れ」では 53.6％に止まった。 

 

 
 

  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
物資（食料品・
飲料水、医薬
品、燃料等）

輸送 救急・救護 災害復旧 放送・報道 避難者又は帰
宅困難者の受
け入れ

選択肢

回答数 ％
全体 422 100.0

1 物資（食料品・飲料水、医薬品、燃料等） 415 98.3
2 輸送 301 71.3
3 救急・救護 288 68.2
4 災害復旧 379 89.8
5 放送・報道 294 69.7
6 避難者又は帰宅困難者の受け入れ 226 53.6

98.3

71.3

68.2

89.8

69.7

53.6

0% 50% 100%

物資（食料品・飲料水、医薬品、燃料等）

輸送

救急・救護

災害復旧

放送・報道

避難者又は帰宅困難者の受け入れ

n=422
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、②「輸送」が北海道（100.0％）、南関東（85.3％）、東北（83.3％）で 8 割

超である一方、九州が 48.8％に止まり、③「救急・救護」が北海道（91.7％）、南関東（81.4％）、

東北（80.0％）で 8 割以上である一方、九州（48.8％）、北陸（50.0％）で 5 割以下に止ま

った。また、④「災害復旧」で四国が 61.5％に止まり、⑤「放送・報道」が北海道（91.7％）、

北陸（86.4％）、東海（83.6％）で 8 割超である一方、関西（55.6％）、九州（58.5％）で 6

割未満に止まった。なお、⑥「避難者又は帰宅困難者の受け入れ」が南関東（69.6％）、東

海（69.1％）で 7 割弱である一方、関西（38.9％）、北関東（39.6％）で 4 割未満に止まっ

た。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

物資（食
料品・飲
料水、医
薬品、燃
料等）

輸送
救急・救
護

災害復旧
放送・報
道

避難者又
は帰宅困
難者の受
け入れ

全体 422 98.3 71.3 68.2 89.8 69.7 53.6
防災対策推進地域 144 99.3 61.8 66.7 88.9 69.4 55.6
非防災対策推進地域 278 97.8 76.3 69.1 90.3 69.8 52.5

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数

物資（食
料品・飲
料水、医
薬品、燃
料等）

輸送
救急・救
護

災害復旧
放送・報
道

避難者又
は帰宅困
難者の受
け入れ

全体 422 98.3 71.3 68.2 89.8 69.7 53.6
北海道 12 100.0 100.0 91.7 100.0 91.7 50.0
東北 30 93.3 83.3 80.0 93.3 66.7 50.0
北関東 48 100.0 77.1 66.7 87.5 64.6 39.6
南関東 102 99.0 85.3 81.4 92.2 72.5 69.6
東海 55 100.0 65.5 78.2 94.5 83.6 69.1
北陸 22 100.0 54.5 50.0 86.4 86.4 45.5
関西 72 98.6 59.7 56.9 90.3 55.6 38.9
中国 24 100.0 79.2 58.3 87.5 79.2 45.8
四国 13 100.0 69.2 61.5 61.5 69.2 53.8
九州 41 92.7 48.8 48.8 87.8 58.5 51.2
沖縄 3 100.0 33.3 33.3 66.7 33.3 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、概ね全ての項目で、都道府県、政令市、特別区が顕著に高い割合である一

方、②「輸送」及び⑤「放送・報道」で一般市、③「救急・救護」で特例市、⑥「避難者

又は帰宅困難者の受け入れ」で中核市の割合が最も低かった。また、⑥「避難者又は帰宅

困難者の受け入れ」が東京特別区で 94.4％と突出して高い割合だった。 

 
 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数

物資（食
料品・飲
料水、医
薬品、燃
料等）

輸送
救急・救
護

災害復旧
放送・報
道

避難者又
は帰宅困
難者の受
け入れ

全体 422 98.3 71.3 68.2 89.8 69.7 53.6
都道府県 44 100.0 100.0 95.5 95.5 100.0 72.7
政令市 19 100.0 100.0 84.2 94.7 94.7 78.9
中核市 33 97.0 81.8 72.7 90.9 87.9 42.4
特例市 24 100.0 79.2 58.3 83.3 79.2 58.3
一般市 284 97.9 61.3 61.6 88.7 59.5 47.2
区 18 100.0 100.0 94.4 94.4 83.3 94.4

自治体
種別
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Ｑ２９．地域企業の BCP の策定に関して、貴自治体において講じている措置は何

ですか。（複数選択可） 

 

 東日本大震災以降、企業の事業継続計画策定の重要性が見直される中、内閣府の「事業

継続ガイドライン」や、中小企業庁の「中小企業 BCP 策定運用指針」、東京商工会議所の

「BCP 策定マニュアル」等、国をはじめとする様々な団体により、民間企業の事業継続計

画策定のための多くのガイドラインが作られると共に、策定に当たっての助成制度等も見

られるようになってきている。本設問は、地域企業の BCP の策定に関して自治体が講じて

いる措置の状況の確認を行った。 

結果は、最も割合が高かった①「啓発活動」でも 28.7％に止まり、それ以外の項目は 1

～2％台と非常に低い割合であり、⑥「特になし」が 63.6％となっており、地域企業の BCP

の策定への自治体の関与が希薄であることが認められた。 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
啓発活動を
行っている

表彰制度など
のインセンティ
ブの付与を行っ
ている

企業ＢＣＰの内
容を把握してい
る

企業ＢＣＰと地
域防災計画又
は自治体ＢＣＰ
の連携を取っ
ている

その他
（　　　　　）

特になし

選択肢

回答数 ％
全体 418 100.0

1 啓発活動を行っている 120 28.7
2 表彰制度などのインセンティブの付与を行ってい 5 1.2
3 企業ＢＣＰの内容を把握している 7 1.7

4
企業ＢＣＰと地域防災計画又は自治体ＢＣＰの連
携を取っている。

9 2.2

5 その他 58 13.9
6 特になし 266 63.6

28.7

1.2

1.7

2.2

13.9

63.6

0% 20% 40% 60% 80%

啓発活動を行っている

表彰制度などのインセンティブの付与を

行っている

企業ＢＣＰの内容を把握している

企業ＢＣＰと地域防災計画又は自治体Ｂ

ＣＰの連携を取っている。

その他

特になし

n=418
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

（２） ブロック別 

本区分では、①「啓発活動を行っている」が東海で 50.0％と顕著に高い割合であること

を除き、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
啓発活動
を行って
いる

表彰制度
などのイ
ンセンティ
ブの付与
を行って
いる

企業ＢＣＰ
の内容を
把握して
いる

企業ＢＣＰ
と地域防
災計画又
は自治体
ＢＣＰの連
携を取っ
ている。

その他 特になし

全体 418 28.7 1.2 1.7 2.2 13.9 63.6
防災対策推進地域 141 31.2 1.4 3.5 1.4 9.9 63.1
非防災対策推進地域 277 27.4 1.1 0.7 2.5 15.9 63.9

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
啓発活動
を行って
いる

表彰制度
などのイ
ンセンティ
ブの付与
を行って
いる

企業ＢＣＰ
の内容を
把握して
いる

企業ＢＣＰ
と地域防
災計画又
は自治体
ＢＣＰの連
携を取っ
ている。

その他 特になし

全体 418 28.7 1.2 1.7 2.2 13.9 63.6
北海道 12 25.0 0.0 0.0 8.3 0.0 66.7
東北 30 30.0 0.0 3.3 0.0 20.0 63.3
北関東 48 20.8 0.0 0.0 2.1 10.4 75.0
南関東 101 27.7 0.0 0.0 0.0 14.9 62.4
東海 54 50.0 1.9 1.9 1.9 13.0 46.3
北陸 22 22.7 0.0 0.0 4.5 4.5 72.7
関西 70 22.9 1.4 0.0 0.0 11.4 70.0
中国 24 37.5 0.0 8.3 12.5 25.0 54.2
四国 13 38.5 15.4 23.1 0.0 30.8 46.2
九州 41 19.5 2.4 0.0 4.9 12.2 70.7
沖縄 3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、①「啓発活動を行っている」が都道府県で 81.8％と突出して高い割合で、

次いで政令市（57.9％）、東京特別区（52.9％）で 5 割台と顕著に高い割合である一方、

一般市で 15.2％に止まった。⑤「その他」で都道府県と政令市の割合が高いが、これは都

道府県等が開催している企業向け BCP セミナー等、①「啓発活動を行っている」の具体

的な内容を紹介するものが殆どであった。 

 
 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
啓発活動
を行って
いる

表彰制度
などのイ
ンセンティ
ブの付与
を行って
いる

企業ＢＣＰ
の内容を
把握して
いる

企業ＢＣＰ
と地域防
災計画又
は自治体
ＢＣＰの連
携を取っ
ている。

その他 特になし

全体 418 28.7 1.2 1.7 2.2 13.9 63.6
都道府県 44 81.8 6.8 4.5 9.1 52.3 6.8
政令市 19 57.9 5.3 0.0 5.3 31.6 31.6
中核市 33 42.4 0.0 6.1 3.0 12.1 54.5
特例市 23 30.4 0.0 0.0 0.0 8.7 60.9
一般市 282 15.2 0.4 1.1 1.1 7.1 78.0
区 17 52.9 0.0 0.0 0.0 17.6 29.4

自治体
種別
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Ｑ３０．大規模地震又は津波災害への対応のために行っている、国（地方支分部

局を含む。）と連携した取組みは何ですか。（複数選択可） 

 

本設問では、自治体の対応力を超えて広域的にわたり大規模な被害をもたらした東日本

大震災の教訓を踏まえ、大規模災害時の対応において国との連携体制の構築が必要との観

点から、自治体と国が連携した取組みの状況の確認を行った。 

結果は、④「災害時における相互の情報伝達体制の構築」が 64.5%で最も高い割合だっ

た。一方、②「防災に関する合同の協議会・検討会の開催」（28.7％）、①「合同の広域防災

訓練の実施」（21.4％）が 2 割台に止まり、③「災害応急対策に専門的知見を有する国の職

員の派遣に関する情報共有」（17.1％）、④「災害応急対策に必要な物資の国による支援に関

する情報共有」（15.1％）に至っては 1 割台と非常に低い割合となっており、国と自治体の

連携体制の構築の点で課題が見られた。 

 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
合同の広域防
災訓練の実施

防災に関する
合同の協議会・
検討会の開催

災害応急対策
に専門的知見
を有する国の
職員の派遣に
関する情報共
有

災害応急対策
に必要な物資
の国による支
援に関する情
報共有

災害時におけ
る相互の情報
伝達体制の構
築

その他
（　　　　　）

選択肢

回答数 ％
全体 397 100.0

1 合同の広域防災訓練の実施 85 21.4
2 防災に関する合同の協議会・検討会の開催 114 28.7

3
災害応急対策に専門的知見を有する国の職員
の派遣に関する情報共有

68 17.1

4
災害応急対策に必要な物資の国による支援に
関する情報共有

60 15.1

5 災害時における相互の情報伝達体制の構築 256 64.5
6 その他 66 16.6

21.4

28.7

17.1

15.1

64.5

16.6

0% 20% 40% 60% 80%

合同の広域防災訓練の実施

防災に関する合同の協議会・検討会の開催

災害応急対策に専門的知見を有する国の職

員の派遣に関する情報共有

災害応急対策に必要な物資の国による支援

に関する情報共有

災害時における相互の情報伝達体制の構築

その他

n=397
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、項目毎にばらつきがあり、①「合同の広域防災訓練の実施」が四国で 50.0％

である一方、それ以外の地域では 1 割から 2 割台に止まり、②「防災に関する合同の協議

会・検討会の開催」が北海道（58.3％）、四国（50.0％）で 5 割台である一方、それ以外の

地域では 2 割弱から 3 割半ばに止まり、⑤「災害時における相互の情報伝達体制の構築」

が関西で 47.1％に止まった。全般的に四国が他の地域より高い割合だった。 

 
 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
合同の広
域防災訓
練の実施

防災に関
する合同
の協議
会・検討
会の開催

災害応急
対策に専
門的知見
を有する
国の職員
の派遣に
関する情
報共有

災害応急
対策に必
要な物資
の国によ
る支援に
関する情
報共有

災害時に
おける相
互の情報
伝達体制
の構築

その他

全体 397 21.4 28.7 17.1 15.1 64.5 16.6
防災対策推進地域 135 20.0 27.4 16.3 13.3 60.0 21.5
非防災対策推進地域 262 22.1 29.4 17.6 16.0 66.8 14.1

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
合同の広
域防災訓
練の実施

防災に関
する合同
の協議
会・検討
会の開催

災害応急
対策に専
門的知見
を有する
国の職員
の派遣に
関する情
報共有

災害応急
対策に必
要な物資
の国によ
る支援に
関する情
報共有

災害時に
おける相
互の情報
伝達体制
の構築

その他

全体 397 21.4 28.7 17.1 15.1 64.5 16.6
北海道 12 25.0 58.3 0.0 16.7 91.7 0.0
東北 29 13.8 27.6 24.1 10.3 72.4 6.9
北関東 45 22.2 22.2 17.8 11.1 62.2 6.7
南関東 94 14.9 26.6 6.4 9.6 64.9 24.5
東海 53 22.6 34.0 18.9 18.9 60.4 22.6
北陸 21 19.0 23.8 14.3 19.0 57.1 23.8
関西 68 26.5 26.5 22.1 13.2 47.1 20.6
中国 22 27.3 18.2 27.3 13.6 77.3 9.1
四国 12 50.0 50.0 25.0 25.0 83.3 0.0
九州 38 21.1 34.2 26.3 28.9 78.9 13.2
沖縄 3 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、都道府県が、⑤「災害時における相互の情報伝達体制の構築」83.7％、②「防

災に関する合同の協議会・検討会の開催」65.1％、①「合同の広域防災訓練の実施」58.1％

等、全ての項目で最も高い割合であり、政令市も、①「合同の広域防災訓練の実施」、②「防

災に関する合同の協議会・検討会の開催」ではそれぞれ 42.1％、57.9％と高い割合だった。

一方、①②をはじめ全ての項目で、都道府県に比してそれ以外の自治体の割合が低い状況

にあり、広域的に壊滅的な被害が及ぶ大規模災害時における国と自治体の連携体制の構築

の点で課題が見られた。 

 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
合同の広
域防災訓
練の実施

防災に関
する合同
の協議
会・検討
会の開催

災害応急
対策に専
門的知見
を有する
国の職員
の派遣に
関する情
報共有

災害応急
対策に必
要な物資
の国によ
る支援に
関する情
報共有

災害時に
おける相
互の情報
伝達体制
の構築

その他

全体 397 21.4 28.7 17.1 15.1 64.5 16.6
都道府県 43 58.1 65.1 27.9 39.5 83.7 2.3
政令市 19 42.1 57.9 15.8 15.8 57.9 5.3
中核市 33 33.3 39.4 18.2 15.2 60.6 15.2
特例市 23 13.0 17.4 21.7 8.7 73.9 21.7
一般市 263 13.3 19.4 16.0 12.5 61.6 19.0
区 16 18.8 43.8 0.0 0.0 62.5 25.0

自治体
種別
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Ｑ３１．大規模地震又は津波災害への対応において、国に期待することで特に重

要と考えるものを３つ選んでください。 

 

本設問は、大規模災害時の対応において、自治体が国に期待する事項の確認を行った。 

結果は、⑤「災害復旧・復興に係る財政支援」が 87.9％と最も高い割合であった。次い

で④「災害時における職員の派遣・物資の提供」69.1％、③「災害時における情報の提供」

59.6％であり、発災後の項目が高い割合であった。一方、発災前の項目である、①「事前の

各種マニュアル類の整備」（31.6％）、②「科学的知見・技術の提供」（28.0％）が 3 割前後

に止まった。 

 

 
 

  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
事前の防災対
策の各種マ
ニュアル類の
整備

科学的知見・技
術の提供

災害時におけ
る防災関連情
報の提供

災害時におけ
る職員の派遣・
物資の提供

災害復旧・復興
に係る財政支
援措置

その他
（　　　　　）

選択肢

回答数 ％
全体 421 100.0

1 事前の防災対策の各種マニュアル類の整備 133 31.6
2 科学的知見・技術の提供 118 28.0
3 災害時における防災関連情報の提供 251 59.6
4 災害時における職員の派遣・物資の提供 291 69.1
5 災害復旧・復興に係る財政支援措置 370 87.9
6 その他 23 5.5

31.6

28.0

59.6

69.1

87.9

5.5

0% 50% 100%

事前の防災対策の各種マニュアル類の整備

科学的知見・技術の提供

災害時における防災関連情報の提供

災害時における職員の派遣・物資の提供

災害復旧・復興に係る財政支援措置

その他

n=421
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（２） ブロック別 

本区分では、概ね全国傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

 

（３） 自治体種別 

本区分では、④「災害時の職員派遣・物資提供」で中核市、特例市、一般市、東京特別

区が都道府県、政令市に比して高い割合であり、これら自治体が人員・物資に不安を抱え

ていることがうかがわれた。また、③「災害時における防災関連情報の提供」が東京特別

区で 77.8％と顕著に高い割合だった。 

1 2 3 4 5 6

回答数

事前の防
災対策の
各種マ
ニュアル
類の整備

科学的知
見・技術
の提供

災害時に
おける防
災関連情
報の提供

災害時に
おける職
員の派
遣・物資
の提供

災害復
旧・復興
に係る財
政支援措
置

その他

全体 421 31.6 28.0 59.6 69.1 87.9 5.5
防災対策推進地域 143 33.6 28.7 57.3 74.8 87.4 4.2
非防災対策推進地域 278 30.6 27.7 60.8 66.2 88.1 6.1

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数

事前の防
災対策の
各種マ
ニュアル
類の整備

科学的知
見・技術
の提供

災害時に
おける防
災関連情
報の提供

災害時に
おける職
員の派
遣・物資
の提供

災害復
旧・復興
に係る財
政支援措
置

その他

全体 421 31.6 28.0 59.6 69.1 87.9 5.5
北海道 12 8.3 41.7 66.7 66.7 91.7 0.0
東北 30 36.7 23.3 66.7 66.7 93.3 0.0
北関東 48 31.3 14.6 66.7 64.6 87.5 4.2
南関東 102 24.5 22.5 65.7 74.5 90.2 4.9
東海 54 33.3 35.2 50.0 66.7 87.0 7.4
北陸 22 40.9 40.9 50.0 68.2 72.7 9.1
関西 72 36.1 29.2 52.8 70.8 86.1 8.3
中国 24 37.5 33.3 58.3 62.5 91.7 4.2
四国 13 38.5 38.5 53.8 69.2 92.3 7.7
九州 41 31.7 31.7 63.4 65.9 85.4 4.9
沖縄 3 33.3 33.3 33.3 100.0 100.0 0.0

地域
ブロック

1 2 3 4 5 6

回答数

事前の防
災対策の
各種マ
ニュアル
類の整備

科学的知
見・技術
の提供

災害時に
おける防
災関連情
報の提供

災害時に
おける職
員の派
遣・物資
の提供

災害復
旧・復興
に係る財
政支援措
置

その他

全体 421 31.6 28.0 59.6 69.1 87.9 5.5
都道府県 44 31.8 40.9 54.5 40.9 81.8 18.2
政令市 19 21.1 36.8 52.6 57.9 89.5 15.8
中核市 33 27.3 33.3 60.6 81.8 84.8 6.1
特例市 24 25.0 33.3 62.5 66.7 91.7 4.2
一般市 283 33.9 24.4 59.4 73.1 88.7 3.2
区 18 22.2 27.8 77.8 66.7 88.9 0.0

自治体
種別
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Ｑ３２．今後、大規模かつ広域な地震又は津波災害対策を構築していく上で特に

重要と考えることは何ですか。（複数選択可） 

 
本設問は、今後の大規模災害対策の構築において重要性が高いと自治体が考えている事

項の確認を行った。 

結果は、③「ソフト対策の充実」が 94.8％と最も高い割合であり、次いで④「民間機関

との連携強化」が 68.6％、②「他の自治体との連携強化」（55.6％）及び⑤「ハード施設の

整備・管理」（52.7％）で５割台であり、地域住民・民間機関・自治体とのソフト対策とハ

ード対策を総合的に実施する必要性を認識していることがうかがわれた。一方、①「国と

の連携強化」は 29.9％に止まった。 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
国との連携強
化

他の自治体と
の連携強化

地域住民に対
する防災訓練・
教育の実施等
のソフト対策の
充実

企業、団体（協
会・組合）、ＮＰ
Ｏ等の民間機
関との連携強
化

ハード施設の
整備・管理

その他
（　　　　　）

選択肢

回答数 ％
全体 421 100.0

1 国との連携強化 126 29.9
2 他の自治体との連携強化 234 55.6

3
地域住民に対する防災訓練・教育の実施等のソ
フト対策の充実

399 94.8

4
企業、団体（協会・組合）、ＮＰＯ等の民間機関と
の連携強化

289 68.6

5 ハード施設の整備・管理 222 52.7
6 その他 18 4.3

29.9

55.6

94.8

68.6

52.7

4.3

0% 50% 100%

国との連携強化

他の自治体との連携強化

地域住民に対する防災訓練・教育の実

施等のソフト対策の充実

企業、団体（協会・組合）、ＮＰＯ等の民

間機関との連携強化

ハード施設の整備・管理

その他

n=421
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

本区分では、①「国との連携強化」が非防災対策推進地域で高いものの、概ね全国傾向

と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 
 

（２） ブロック別 

本区分では、②「他の自治体との連携強化」が北陸（72.7％）で、④「民間機関との連携

強化」が四国（84.6％）、南関東（76.5％）で顕著に高い割合であることを除き、概ね全国

傾向と同様で顕著な差異は認められなかった。 

 

  

1 2 3 4 5 6

回答数
国との連
携強化

他の自治
体との連
携強化

地域住民
に対する
防災訓
練・教育
の実施等
のソフト対
策の充実

企業、団
体（協会・
組合）、Ｎ
ＰＯ等の
民間機関
との連携
強化

ハード施
設の整
備・管理

その他

全体 421 29.9 55.6 94.8 68.6 52.7 4.3
防災対策推進地域 144 23.6 54.2 97.9 68.1 48.6 2.8
非防災対策推進地域 277 33.2 56.3 93.1 69.0 54.9 5.1

地域別

1 2 3 4 5 6

回答数
国との連
携強化

他の自治
体との連
携強化

地域住民
に対する
防災訓
練・教育
の実施等
のソフト対
策の充実

企業、団
体（協会・
組合）、Ｎ
ＰＯ等の
民間機関
との連携
強化

ハード施
設の整
備・管理

その他

全体 421 29.9 55.6 94.8 68.6 52.7 4.3
北海道 12 16.7 58.3 91.7 66.7 50.0 0.0
東北 30 30.0 56.7 96.7 66.7 53.3 3.3
北関東 47 27.7 53.2 91.5 63.8 44.7 2.1
南関東 102 31.4 49.0 92.2 76.5 52.9 8.8
東海 55 36.4 65.5 98.2 70.9 41.8 5.5
北陸 22 36.4 72.7 95.5 63.6 50.0 4.5
関西 72 20.8 54.2 95.8 69.4 58.3 2.8
中国 24 41.7 66.7 91.7 50.0 58.3 4.2
四国 13 30.8 61.5 100.0 84.6 53.8 0.0
九州 41 29.3 46.3 97.6 58.5 63.4 0.0
沖縄 3 33.3 33.3 100.0 100.0 66.7 0.0

地域
ブロック
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（３） 自治体種別 

本区分では、①「国との連携強化」が都道府県で 77.3%と突出して高い割合であり、次

いで東京特別区 44.4％、政令市 36.8％の順で高い割合であった。また、②「他の自治体と

の連携強化」、⑤「ハード施設の整備・管理」ともに都道府県でそれぞれ 86.4％、75.0％と

突出して高い割合であり、⑤では政令市も 68.4%と高い割合だった。さらに、④「企業、

団体（協会・組合）、ＮＰＯ等の民間機関との連携強化」では、都市機能が集積する東京特

別区が 88.9％と顕著に高い割合であり、次いで政令市が 84.2％と高い割合だった。 

 
  

1 2 3 4 5 6

回答数
国との連
携強化

他の自治
体との連
携強化

地域住民
に対する
防災訓
練・教育
の実施等
のソフト対
策の充実

企業、団
体（協会・
組合）、Ｎ
ＰＯ等の
民間機関
との連携
強化

ハード施
設の整
備・管理

その他

全体 421 29.9 55.6 94.8 68.6 52.7 4.3
都道府県 44 77.3 86.4 93.2 79.5 75.0 11.4
政令市 19 36.8 57.9 100.0 84.2 68.4 10.5
中核市 33 24.2 51.5 100.0 63.6 60.6 3.0
特例市 24 25.0 62.5 100.0 79.2 58.3 0.0
一般市 283 22.3 50.2 93.6 64.3 46.6 3.2
区 18 44.4 61.1 94.4 88.9 55.6 5.6

自治体
種別
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Ｑ３３．３２で①と回答した場合、具体的にはどのような事項について連携強化

が必要と考えますか。 

 本設問は、自治体が、大規模災害対策の構築において国との連携強化が必要であると考

える事項の確認を行った。 

 結果は、回答数 126 の回答のうち、大別して、①職員の派遣等の人的支援 14.3%、②避

難者の受け入れ等の広域避難関連 11.1%、③物資提供等の物的支援 15.1%、④情報・ノウ

ハウの提供等による情報面の連携 42.9%、⑤インフラ等ハード面の支援 11.1%、⑥自衛隊

等特定の防災関係機関による支援 6.3%、⑦財政面の支援 19.8%、⑧（特定の項目によらず）

総合的な、ないし単になんらかの連携とするもの 24.6%、⑨その他 12.7%であった。  

 

 

Ｑ３４．３２で②と回答した場合、具体的にはどのような事項について連携強化

が必要と考えますか。 

 本設問は、自治体が、大規模災害対策の構築において他の自治体との連携強化が必要で

あると考える事項の確認を行った。 

 結果は、234 の回答のうち、大別して、①職員の派遣等の人的支援 32.9%、②避難者の受

け入れ等の広域避難関連 29.5%、③物資提供等の物的支援 31.6%、④情報交換等による情

報面の連携 15.0%、⑤（特定の項目によらず）総合的な、ないしなんらかの連携とするも

の 41.5%、⑥その他 16.2%であった。前問の国との連携では情報面がトップであったのに

対し、本設問の他の自治体との連携では人的・物的支援、広域避難に関する事項が 3 割前

後の高い割合だった。 
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５．原子力災害対策関係 

Ｑ３５．原子力災害対策特別措置法に基づく地域防災計画の原子力災害編を策定

していますか。 

 

 原子力防災対策に関して、都道府県及び市町村は、原子力災害対策特別措置法（平成 11

年法律第 156 号）及び災害対策基本法に基づき、防災基本計画及び原子力災害対策指針に

基づく地域防災計画を作成することが求められているが、平成 24 年 12 月に公表された原

子力災害対策指針（原子力規制委員会告示第 5 号）に基づき原子力災害対策を重点的に実

施すべき地域の拡大と、旧指針での問題点の見直しが定められたことから、これまでの対

象地域における見直しに加え、新たな対象地域における計画づくりが必要となった。また、

内閣府は、平成 24 年 12 月に「地域防災計画（原子力災害対策編）作成マニュアルをとり

まとめ、自治体への支援を行っている。本設問は、地域防災計画の原子力対策編の策定状

況の確認を行った。 

 結果は、対象となる 171 自治体のうち、①策定済み 63.7%、②策定中 24.6%、③改訂中

11.7%であった。 

 

 
 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
策定済み 策定中 改訂中 作成する必要

のない地域で
ある

選択肢

回答数 ％
全体 171 100.0

1 策定済み 109 63.7
2 策定中 42 24.6
3 改訂中 20 11.7

策定済み

63.7%

策定中

24.6%

改訂中

11.7%

n=171
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（１） 防災対策推進地域・非防災対策推進地域 

 本区分では、非防災対策推進地域の方が、①「策定済み」の割合が高かった。 

 
 

（２） ブロック別 

 本区分では、①「策定済み」が東北で 35.7％、次いで四国（50.0％）、南関東（52.8％）、

北陸（52.9％）で 5 割台に止まった。 

 

 

（３） 自治体種別 

 本区分では、①「策定済み」が都道府県（89.3％）、特例市（80.0％）、東京特別区（80.0％）

で 8 割台である一方、それ以外の自治体は 5 割半ばから 6 割前半に止まった。 

 

 

 

  

1 2 3
回答数 策定済み 策定中 改訂中

全体 171 63.7 24.6 11.7
防災対策推進地域 46 56.5 28.3 15.2
非防災対策推進地域 125 66.4 23.2 10.4

地域別

1 2 3
回答数 策定済み 策定中 改訂中

全体 171 63.7 24.6 11.7
北海道 2 100.0 0.0 0.0
東北 14 35.7 57.1 7.1
北関東 30 70.0 13.3 16.7
南関東 36 52.8 38.9 8.3
東海 20 60.0 25.0 15.0
北陸 17 52.9 23.5 23.5
関西 27 66.7 22.2 11.1
中国 7 100.0 0.0 0.0
四国 2 50.0 0.0 50.0
九州 16 93.8 6.3 0.0
沖縄 0 - - -

地域
ブロック

1 2 3
回答数 策定済み 策定中 改訂中

全体 171 63.7 24.6 11.7
都道府県 28 89.3 3.6 7.1
政令市 8 62.5 37.5 0.0
中核市 11 63.6 18.2 18.2
特例市 10 80.0 10.0 10.0
一般市 109 55.0 31.2 13.8
区 5 80.0 20.0 0.0

自治体
種別
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Ｑ３６．地域防災計画の原子力災害編について、策定・改訂に当たっての課題は

何ですか。 

本設問は、地域防災計画の原子力災害編の策定・改訂に当たって、自治体が課題と考え

る事項の確認を行った。 

結果は、全体で 157 の回答があり、「策定済み」「策定中」「改訂中」とした自治体からの

回答が 115、「作成する必要のない地域」からの回答が 42 であった。 

回答内容は大きく 8 種類に大別でき、その内容と内訳は以下の通りであった。 

① 原子力災害対策指針で残された検討事項があること（「策定済み」「策定中」「改訂中」

とした自治体からの回答のうち 33.9%） 

 原子力災害対策指針では、今後の検討事項として地域防災計画を検討する上で重要な論

点（(i)緊急時対策レベル（以下「EAL」）・運用上の介入レベル（以下「OIL」）、緊急事態区

分の在り方、(ii)放射性ヨウ素防護地域（以下「PPA」）の導入、実用炉以外の原子力災害対

策重点区域、(iii)モニタリング計画の策定等の在り方、(iv)緊急時迅速放射能影響予測ネッ

トワークシステム（以下「SPEEDI」）の活用方策、(v)オフサイトセンターの今後の在り方、

(vi)安定ヨウ素剤の投与判断の基準）等が多く残されており、これらの検討結果に併せて、

随時自治体の計画を改訂していかなければならない状況にある（これらの検討結果に応じ、

例えば PPA への該当の有無等の観点から、地域毎の対策等も大きく異なってくるため、計

画自体の作り直しとなる可能性もある）点を、多くの自治体が回答している。 

 なお、「作成する必要のない地域」からの回答のうち 7.1％が同旨であった 

 

② 原子力事業所不在かつ緊急防護措置区域（以下「UPZ」）外地域の対策（「策定済み」「策

定中」「改訂中」とした自治体からの回答のうち 18.3％） 

 原子力災害対策指針で新たに原子力災害対策重点区域が設定され、当該区域内における

各種対策の指針が示されたが、当該区域外の指針は明確化されておらず、実際には当該区

域外においても放射能飛散等影響が出る懸念はあるため、当該区域外に対する指針の明確

化を求める意見があった。 

なお、「作成する必要のない地域」からの回答のうち 9.5％が同旨であった。 

 

③ 広域避難対策（「策定済み」「策定中」「改訂中」とした自治体からの回答のうち 24.3％） 

 原子力災害は、要避難となる地域が著しく広域に亘る可能性があり、また、その可能性

の低い地域でも、避難者の受入対策等が必要となるものの、単体の自治体ではその規模等

の影響範囲を決められないため、実効性ある広域避難対策づくりが難しいとの回答が 2 割

強あった。 

なお、「作成する必要のない地域」からの回答のうち 14.3％が同旨であった。 

 

④ 専門的知識の不足（「策定済み」「策定中」「改訂中」とした自治体からの回答のうち 12.2%） 
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 原子力災害に関する専門知識の不足等から、個別自治体の対応の難しさを指摘する回答

が 1 割強となった。 

なお、「作成する必要のない地域」からの回答のうち 35.7％が同旨であった。 

 

⑤ 問題なし（「策定済み」「策定中」「改訂中」とした自治体からの回答のうち 8.7%） 

 

⑥ 作成していない（「策定済み」「策定中」「改訂中」とした自治体からの回答のうち 0.9%、

「作成する必要のない地域」からの回答のうち 14.3％） 

 

⑦ その他（「策定済み」「策定中」「改訂中」とした自治体からの回答のうち 15.7%、「作成

する必要のない地域」のうち 9.5％） 

 

⑧ 最後に、「作成する必要のない地域」からの回答のうち、33.3%の自治体より、「自主的

に策定した」との回答があった。 
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Ⅱ．課題・提言 

 

～大規模地震・津波災害に備えて、自治体、地域住民、民間企業、

国等が一体となった防災・減災対策を一層推進すべき～ 

－短期的には住民の命を守る実践的なツールの策定を、 

中長期的には地域を守るＤＣＰの策定を目標に－ 

 

１．地域住民の命を守るための実践的なツールの策定 

     

 ●東日本大震災後に地域防災計画の策定・策定作業中の自治体が 9 割半ばに達し、地震

又は津波ハザードマップを作成している自治体は 8 割弱、避難場所を記載している自治

体は 9 割強となっている。一方で、肝心の避難経路を記載している自治体は 1 割強、ハ

ザードマップ・地域防災計画について各戸配布をしている自治体が 6 割半ば、防災訓練

への活用を行っている自治体が 3 割強に止まっていること、地域防災計画の策定に地域

住民等への意見聴取手続きをしている自治体が一般市で 6 割強に止まっていること等、

ハザードマップ・地域防災計画が地域住民等が避難活動を行うために役立つ内容となっ

ているのか、また、役立つ内容である場合でもいざ発災時において地域住民等が迷うこ

となく円滑な避難活動を行うことができるのか等の点で、疑問が残る結果となった。 

 

 ●このため、最大クラスの地震・津波災害を認識した上で、災害危険度の情報及び線で

繋がった避難関係情報等を分かりやすく記載したハザードマップを作成すること、紙媒

体での配布や講習会の開催等によりハザードマップ・地域防災計画の内容の周知徹底を

図ること、また、ハザードマップ・地域防災計画をきちんと地域住民が参加する防災訓

練において活用し、訓練後に課題点等を集約して適宜見直しを行うことにより、より実

践的かつ実効的なハザードマップ・地域防災計画の作成を進める必要がある。また、こ

れらの取組により、地域住民による自主的な防災活動の育成強化、防災教育の進展にも

繋がるものと考える。 

さらに、地震・津波対策に当たっては防災関係インフラの整備も必要となるが、実践

的かつ実効的なハザードマップ・地域防災計画の策定を可能とする上でも、都道府県と

基礎自治体の協働による部局横断的で総合的な整備計画を策定することが効果的と考え

る。 
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２．自治体の危機管理能力の向上 

 

 ●大規模地震・津波災害に対応した業務継続計画（BCP）を未策定の自治体が 7 割弱に

及び、職務代行を考慮した指揮命令系統を決定している自治体が 5 割強、業務関連情報

のデータのバックアップの保管をしている自治体が 5 割強、また、業務継続体制を定め

るに当たり最大クラスの災害を想定している自治体が 1 割に止まっている。BCP 未策定

の理由として、庁内で議論されていないが 3 割強、必要な人材又は知見がないが 4 割半

ばに及ぶ等、大規模地震・津波災害時において自治体が災害応急対策を迅速かつ的確に

実施することができるのか、疑問が残る結果となった。 

  

●このため、自治体の長のリーダーシップの下、早急に部局横断的な BCP 策定のための

検討会議を設置し議論をスタートさせるべきであり、足らざる人員・知見については、

東日本大震災後に BCP を策定した先進的自治体や BCP の専門家へのヒアリング等によ

り補完しつつ、最大クラスの地震・津波災害を認識した BCP 計画を速やかに策定する必

要がある。 

また、同一災害の想定被災区域内の都道府県や一部の基礎自治体で先行的に BCP の策

定を行い、当該 BCP をひな形としてそれ以外の基礎自治体もカスタマイズしつつ BCP

を策定することも考えられる。 

さらに、BCP 策定後も、より実践的なものにブラッシュアップしていくことが重要で

あり、最大クラスの地震・津波災害を認識した防災訓練を通じて BCPの課題を洗い出し、

継続的に見直しを行っていく必要がある。 

  

３．インフラ・公的施設の老朽化対策の効果的・効率的な推進 

 

 ●自治体が管理する避難路や緊急輸送路、当該道路下の上下水道、港湾岸壁に係る長寿

命化計画を策定は 1 割台から 5 割台の間に止まり、防災拠点となる自治体庁舎の完全耐

震化は 3 割強、災害弱者利用施設等の完全耐震化も 3 割弱から 5 割半ばの間に止まって

いる。また、インフラ・公的施設の維持管理・更新について、防災対策上・老朽化対策

上の優先順位を付けて優先度の高いものに重点化する必要があるとの回答が 8 割強に及

ぶ等、大規模災害への防災対策上重要な機能等を有するインフラ・公的施設の老朽化・

耐震化対策が大きな課題となっていることが改めて認められる結果となった。一方で、

今後の老朽化・耐震化対策に当たっては、人口減少、財政制約の高まり等もあわせて考

慮すべきと考える。 

 

 

 



106 
 

 ●このため、まずは、インフラ・公的施設の総量、老朽化・耐震化状況、利用度、防災

上の機能、維持管理費等の資産情報や将来の人口動態・財政状況を把握して課題を整理

するアセット・マネジメントを行う必要がある。 

その上で、防災上重要性の高いインフラについては特に重点的に長寿命化計画の策定

と維持管理・更新を進め、公的施設については単独施設の耐震化・建替以外の選択肢と

して民間機能も含んだ複合化・集約化を積極的に検討すべきである。さらに、移転後の

土地を防災空地として公園・緑地化することも考えられる。 

また、インフラ等に係る老朽化対策と防災対策とは一体的に検討していくことが有効

であり、都道府県と基礎自治体の協働による部局横断的な安心/安全に係る総合的な整備

計画を策定することが効果的と考える。 

さらに、インフラ・公的施設の維持管理・更新について、政令市や東京特別区の 6 割

弱が、PPP/PFI 等民間活力の導入を検討することが重要と考えており、これら自治体か

らモデル的な取組がなされることを期待したい。 

 

 

４．自治体、国、民間が連携・協働した防災体制の構築 

 

 ●東日本大震災級の大規模地震・津波災害は、単独自治体の対応力を超える、更には自

治体機能自体に致命的な損害を受けかねない広域的かつ大規模な被害をもたらすことか

ら、他の自治体、国、民間企業等と緊密に連携した防災体制を構築する必要がある。 

しかしながら、他の自治体との広域連携の取組みでは、合同の広域防災訓練の実施が 3

割弱、防災に関する協議会・検討会の開催が 4 割弱に止まり、国との連携でも、合同の

広域防災訓練の実施が 2 割強、防災に関する協議会・検討会の開催が 3 割弱に止まる等、

公共部門間の連携体制が十分に構築されていると言うことはできず、大規模地震・津波

災害への応急対策が迅速かつ的確に実施することができるのか、疑問が残る結果となっ

た。 

さらに、民間企業・団体等との連携は一定程度進んできているものの、避難者や帰宅

困難者の受け入れでは 5 割強に止まるとともに、地域企業の BCP 策定を促進するための

措置を特に講じていないが 6 割強に及ぶ等、官民が連携した防災・減災対策の取組や民

間リソースの活用の点でも課題がうかがわれる結果となった。 

 

 ●このため、最大クラスの地震・津波災害を認識して、広域エリアの複数自治体と国が

防災対策・最新の科学的知見に関する情報提供や連携体制のあり方に関する議論の場を

定期的に実施するとともに、これらの団体が参加する総合防災訓練を毎年実施すること

で課題を洗い出し、より実践的かつ実効的な連携体制にブラッシュアップしていく必要

がある。加えて、上記の総合防災訓練には民間企業・団体等にも幅広く参加を呼びかけ、
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官民間の情報共有やコミュニケーションの向上を図り、民間企業・団体等の自主防災活

動の促進を図っていく必要がある。 

  また、地域の経済活動を早期に復旧させる観点からは、商工会議所等の経済団体と連

携した企業向け BCP 策定のための啓発活動・研修会を実施することや、モデル事業とし

て複数の異業種企業を選定してその BCPの策定を支援し、成果物を一般に公表すること、

また、企業に対し BCP 策定のメリットを丁寧に説明すること等、民間企業の BCP 策定

を自治体が積極的に促進する必要があると考える。 

さらに、国土強靱化基本法等でも指摘されているとおり、個々の自治体、更には複数

自治体で、自治体、防災関係機関、民間企業・団体、大学等で構成される協議会におい

て、大規模災害後においても地域全体の生活・経済・社会活動を早急に復旧していくた

めの方策を幅広い関係者間で議論することも重要であり、個々の組織・団体の取組を超

えた、いわゆる DCP（地域継続計画（District  Continuity  Plan））の策定を目指して

いくことが望まれる。 

  

以上 

 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本レポートのご利用にあたって 

 

本レポートの全文又は一部を転載・複製する際は、著作権者の許諾が必要です。 

本レポートに関する問い合わせ等は、以下の連絡先までご連絡下さい。 

 

【お問い合わせ先】 

  株式会社日本政策投資銀行 地域企画部 

  〒100-8178 東京都千代田区大手町１－９－６ 

      大手町フィナンシャルシティ サウスタワー 

TEL： 03-3244-1100 

FAX： 03-3270-5237 

ホームページアドレス: http://www.dbj.jp/ 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


